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（巻頭言）

中小企業会計と国際的対応

中小企業会計学会会長

河　﨑　照　行

周知のように，中小企業のグローバルな会計ルールとして，IASB（国際会計基準審議会）は，

2009 年 7 月に，「SMEs（中小企業）のための IFRS」（IFRS for Small and Medium-sized Entities；

以下では，中小企業版 IFRS という）を公表した。この中小企業版 IFRS は，完全版 IFRS（full 

IFRS）の基本コンセプトが，そのまま概念フレームワークを形作っていることから，中小企業に固

有の会計基準というよりも，完全版 IFRS の要約版として特徴づけることができよう。IASB によれば，

中小企業版 IFRS は，2015 年 12 月現在，77 ヵ国が，その採用（要請または容認）を表明していると

される。しかし，そのほとんどは，これまで会計制度があまり整備されていなかった新興経済圏の

諸国である。

これに対し，わが国では，2012 年 2 月に公表された「中小企業の会計に関する基本要領」（以下では，

中小会計要領という）では，「本要領は，安定的に継続利用可能なものとする観点から，国際会計基

準の影響を受けないものとする」（中小会計要領・総論 6）としている。また，わが国の企業会計審

議会も，2013 年 6 月に公表された「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」で，

上場企業（大企業）については，IFRS の任意適用を継続する一方，中小企業に対しては，IFRS の

影響を受けないようにすることが適当であるとしている。

本来，各国の会計制度は各国の企業文化（会計文化）に深く根ざしている。とりわけ，中小企業

の会計制度（企業会計の慣行）は，その色彩がきわめて強い。そのため，IFRS を導入した先進諸国

でも，その多くが中小企業の会計基準として中小企業版 IFRS を適用することなく，自国基準を尊重

し，その軽減化を図っているのは当然の成り行きであろう。

しかし，そのような場合，わが国の中小企業が，中小企業版 IFRS を採用する新興経済圏で事業展

開を図る場合，どのような会計的対応を図ればよいかが問題となる。中小会計要領の公表によって，

わが国の中小企業会計の制度化問題は一応の決着をみたものの，中小企業会計の国際的対応は新た

な局面を迎えようとしている。
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　　　　　近年の中小企業にかかる会計基準の設定は，大企業を対象とした企業会計制度とは異なり，

企業を規模別に大別し，その企業群に適合した会計基準を用いるべきか否か，あるいは企業規模に応じ

た会計基準を模索する動きであるといえる。果たして中小企業会計とはいかにあるべきか。本稿は，こ

れまでの歴史的経緯と中小企業庁の担当者に対して行ったインタビュー調査をもとに，中小企業経営に

資する財務会計制度あるいは管理会計システムとはいかなるものか，施策者である中小企業庁がどのよ

うに中小企業向けの会計を捉えているのかについて論じるものである。

現在の中小企業政策は，やる気や能力のある中小企業者を支援するとの方向性で動いている。こうし

た中で，近年中小会計指針あるいは中小会計要領が設定され，中小企業向けの財務会計制度は整えられ

てきた。しかし，中小企業庁が行った調査によれば，中小会計要領の認知度について中小企業経営者と

その支援を行う税理士・税理士法人との間には大きな認知ギャップがあることが明らかになっている。

また，インタビュー調査によれば，経営環境の変化に対応するために中小企業経営のブラックボック

ス化を防ぐ必要があること，そのために会計制度を整え，その浸透を図ることで経営の透明化・可視化

を図る必要があるとのコメントが得られた。

以上から，経営の透明化に耐えうる中小企業の育成には，中小企業の経営の実情を映し出す会計制度

が求められるとともに，企業経営の可視化に対する経営者の意識の涵養が必要である。そして，財務会

計制度のみならず，高度成長期に中小企業庁を中心に進められた帳簿記録，財務管理，原価管理に関す

る実務指針に類する財務管理や原価計算制度の設定をも含めて検討すべき時期に差し掛かっているとわ

れわれは考えている。

中小企業を対象とする
会計制度・実務指針設定への提言

―歴史的経緯と中小企業庁担当者へのインタビュー調査をもとに―

※本稿は査読済み論文です（2016年３月31日決定）。

キーワード

論文要旨

　　　　　中小会計要領，中小企業庁，財務管理要領，原価計算要領，経営の透明化

成　川　正　晃
飛　田　　　努

（東北工業大学教授）

（福岡大学准教授）

１　はじめに

中小企業 1 を取り巻く環境を「会計基準」2

という観点から俯瞰すると，2005 年 8 月に「中

小企業の会計に関する指針」（以下「中小会計
指針」という）が，日本税理士会連合会，日本
公認会計士協会，日本商工会議所，および企業
会計基準委員会より公表された。さらに，2012
年 2 月に「中小企業の会計に関する基本要領（以
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下「中小会計要領」という）」が，中小企業庁，
金融庁により公表された。これらの会計基準と
でもよべる「中小会計指針」や「中小会計要
領」の公表により，中小企業会計に関する関心
が高まってきているということもできよう。飛
田（2011, 48-49）によると，中小企業の会計に
関する研究論文数は，1990 年代末までは毎年
ほぼ 1 桁の数の論文数しか見当たらないものの，
1999 年以降は急激に増えていることが示され
ている。これは，言い換えると，中小企業会計
に対する関心の高まりでもあり，会計基準とし
て，大企業向けの会計基準だけでなく中小企業
向けの会計基準も存在すべきであるという発想
があるのではないかと思わせるものである。す
なわち，企業を規模別 3 に大別し，その企業群
に適合した会計基準を用いるべきか否かを検討
しようとする動きであり，企業規模に応じた会
計基準を模索する動きでもある。

「中小会計指針」や「中小会計要領」の公表は，
財務会計上の中小企業向け会計基準設定，すな
わち会計施策 4 と見ることができるならば，管
理会計（原価計算）の分野で，規模別基準とい
う発想は無いのか，というのがわれわれの素朴
な疑問である。中小企業に関する管理会計（原
価計算）分野の論文数は，過去においては非常
に少なく「近年でこそ，中小企業における会計
指針への関心の高まりと共に，中小企業の管理
会計を対象とした論文が報告されているものの，
その割合はごくわずかに過ぎない」（飛田 2011, 
49）というのが現状である。

財務会計の側面にしろ，管理会計の側面にし
ろ，中小企業を会計の側面からサポートするた
めには，「今何をなすべきか」を明らかにした
いというのが，われわれの大きな意味での目的
である。すなわち，本稿は「中小企業に対して
〇〇の施策が△△という影響を与える」という
ような仮説設定型の研究を志向している。

しかしながら，仮説としての施策設定とその

効果測定は，一朝一夕にいくものではない。そ
こで，現状に目を向け，歴史的経緯も参考にし
つつ検討を行う。財務会計分野では「中小会計
指針」や「中小会計要領」への準拠が推奨され
ているのに比して，管理会計分野では中小企業
向けの管理会計という発想が，見受けられるの
かどうかを検討したい。またそれらの可能性に
ついて言及したいというのがわれわれの具体的
目的である。

２　中小企業政策の変遷と
　　研究手法

2.1　中小企業政策の変遷
中小企業を取り巻く環境における，会計の側

面からのサポート，すなわち会計施策を検討す
る前提としては，中小企業政策の変遷を大まか
に把握し，その関係とで，会計施策の位置づけ
を考察してみる。

中小企業政策については，政策対象者は中小
企業者である。一方で政策供給体制は行政機関

（中小企業庁）や支援組織（独立行政法人中小
企業基盤整備機構等）になる。中小企業庁（2011, 
5）によると，これまでの中小企業政策は，時
代の要請に応じて基本理念が見直されつつ，さ
まざまな支援施策が整備・充実されてきたとさ
れる。中小企業政策の時代的変遷 5 を図示する
と図表 1 のようになる。

戦後の 1947 年に独占禁止法が制定され，そ
の翌年の 1948 年には中小企業庁が設立された。
中小企業基本法は 1963 年に制定され，その後
1999 年に中小企業基本法は改正される。中小
企業基本法では，想定する中小企業像と中小企
業の活動に資するための基本理念がある。中
小企業庁（2011,4）によると，1963 年制定の中
小企業基本法から 1999 年改正法へとその中小
企業像と基本理念は転換したといえる（図表 2
参照）。
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2.2　研究手法
本稿では，中小企業政策全体を検討対象とす

るのではなく，中小企業庁が関与してきた中小
企業に係る会計施策を検討対象とする。した
がって，中小企業庁が今までに公表してきた会
計基準に類するものを題材に，会計の側面に絞
り再検討していく。

具体的には，中小企業庁が 1953 年に公表し
た「中小会社経営簿記要領」と 1956 年に公表
した「中小企業の財務管理要領」，さらには
1958 年に公表した「中小企業の原価計算要領」

を素描し，近時の中小会計指針や中小会計要領
策定の経緯も踏まえ，中小企業庁が過去にとっ
てきた施策の特徴を図表 1 と 2 も参考にしなが
ら，浮き彫りにしていくという手法を採用し，
本稿の目的に接近していきたい。

その上で，中小企業庁が 2015 年に実施した
アンケート結果と中小企業庁の施策担当者への
ヒアリング調査から得られた諸点を加味し，中
小企業会計制度設計における中小企業向け管理
会計関連基準（たとえば中小企業向け原価計算
基準）の必要性について提示していきたい。

図表１　中小企業政策の変遷

• 経済力の集
中防止・健
全な中小企
業の育成

高度成長期
（1955～）
• 中小企業と
大企業との
格差是正

• 中小企業と
大企業との
格差是正

転換期
（1999～）
• やる気と能
力のある中
小企業支援

安定成長期
（1970～）

戦後復興期
（1945～）

出所：中小企業庁（2011，４）を参照し筆者作成

図表２　中小企業像と基本理念の転換

中小企業基本法
（1963年制定）

中小企業基本法
（1999年改正）

中小企業像 社会的弱者（画一的な
捉え方）

我が国経済の基盤・ダ
イナミズムの源泉

基本理念 企業間における生産性
等「諸格差の是正」

独立した中小企業の多
様で活力ある成長発展

出所：中小企業庁（2011, ４）を参照し筆者作成
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３　会計施策

3.1　1950 年代の会計施策
1950 年に，いわゆるシャウプ勧告に基づく

青色申告制度の導入が行われた。当時は正確な
会計帳簿の整備が急務であると考えられていた。
そこで，株式会社の会計処理と会計報告のため，
1949 年には経済安定本部企業会計制度対策調
査会により「企業会計原則」が公表された。一
方で，「法人企業形態をとっていない個人商店
向けに「中小企業簿記要領」6 が公表された」（中
小企業庁 2010，15）。その後，中小会社向けの
施策として，中小企業庁は，図表 1 にあるよう
に，戦後復興期から高度成長期にわたる 1950
年代に，つぎのような会計施策を公表している。

3.1.1　「中小会社経営簿記要領」（1953）

1953 年当時の中小企業庁長官であった岡田
秀男によると『中小会社経営簿記要領』の序文
において「帳簿は，事業経営の羅針盤」である
と述べている。また，そのはしがきにおいて「中
小企業者に対する簿記知識の普及を通じて，そ
の経理事務を整備する事は，中小企業の経営合
理化を促すための大切な方策であるとの見地か
ら中小企業庁ではかねてから簿記の指導，普及
を行ってきた」と述べている。

当時の中小会社に対する会計施策は，適合す
る会計施策がなく，「企業会計原則」と「中小
企業簿記要領」の狭間であったと考えられる。
なおかつ，日本の大半は中小会社であるという
認識もあり，その中小会社に対する会計施策は，
喫緊の課題とも捉えられていたものと考えられ
る。このときすでに中小企業庁では簡易な業種
別簿記要領を作成しており，小売商，薬局，鮮
魚小売業，浴場など 11 業種の業種別簿記要領
が作成されるとともに，これらの簿記要領は個
人企業の利用を前提としており，会社経営にも

利用できる簿記要領の作成への要望が中小企業
に寄せられていたという（中小企業庁 1952, は
しがき）。そのような中で，「中小会社経営簿記
要領」は，個人事業者でもなく大会社でもなく，
中小会社を対象としたものであった。また，図
表 1 にあるように，戦後復興期における健全な
中小企業の育成のために公表されたものであり，
会社の合理的な経営の前提条件として適正妥当
な記帳の重要性を意識した結果の施策であった
といえる。

3.1.2　「中小企業の財務管理要領」（1956）

「中小企業の財務管理要領」の序文において
は，「経営合理化」に資するための「帳簿活用
に対する良き参考書」の必要性が説かれている。
この点をカバーしようとしたのが「中小企業の
財務管理要領」であった。この 1956 年という
時期は，図表 1 でいうと，戦後復興期から高度
成長期に入った頃で，中小企業と大企業の格差
是正が意識し始められてきた時期といえる。す
なわち，大企業との格差を是正するために，中
小企業においても「経営合理化」を進める必要
が説かれ始めたということである。特に，帳簿
作成については，財務管理要領より前に公表さ
れた「中小会社経営簿記要領」（1953）で手当
済みであり，さらに踏み込んで，中小企業の合
理的な経営管理のためには財務管理が不可欠と
の判断が読み取れる。また，「中小会社経営簿
記要領」（1953）を財務運営のための管理用具
として，中小企業財務活動とはどのようなもの
であるか，必要な財務管理はどのように行われ，
どのような種類と方法があるかなどについて解
説している。すなわち，「中小会社経営簿記要
領」（1953）との接続が意識されている。その
ような視点から，この要領では中小企業の経営
者，経理担当者に対し，帳簿，伝票等によって
得た各種の資料をもとにして，「流動資産，固
定資産の調達，運用」や「販売と費用の管理」
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あるいは「総てを含めた資産，負債の綜合管理」
がどのようにあるべきかを解説している。

3.1.3　「中小企業の原価計算要領」（1958）

帳簿についての重要性は，「中小会社経営簿
記要領」（1953）で示し，その帳簿を活用する
ための参考書的なものとして「中小企業の財務
管理要領」（1956）が示されたが，これらに続き，
中小企業庁は「中小企業の原価計算要領」（1958）
を公表するに至った。これは，経営合理化のた
めには，特に原価計算についての何らかのガイ
ドラインを示すべきだとの判断であると理解で
きる。「中小企業の原価計算要領」の序文にお
いて，1958 年当時の中小企業庁長官であった
岩武照彦によれば，「経営合理化のための原価
計算は，必要にせまられている」との認識があっ
た。また，当時，大企業向けの原価計算の基準
として「製造工業原価計算要綱」などの基準が
あったのに対し，「中小企業の原価計算は，大
企業，大工場とは全然別個の立場で見直す必要
がある」と述べた上で，「中小企業に向く簡易
な原価計算がある」としている。

すなわち，図表 1 にあるように，高度成長期
に入り，中小企業庁は，大企業との格差是正を
指向するものの，大企業と同じように中小企業
が原価計算を行っていくのは困難だとの認識が
あった。そこで，「製造工業原価計算要綱」を
中小企業向けに改めた中小企業向けの原価計算
要領を策定したのである。具体的には，中小企
業をひとまとめにするのではなく，小企業と中
企業に大別している。小企業には，簡易帳簿に
よる原価計算制度や商的工業簿記を示し，具体
的に工員 50 名以下や工員 100 名程度向けの実
務例を紹介している。一方中企業には，商的工
業簿記に対する「原価簿記」を示し，原価計算
実施手続き等については中小鉱山を例にして説
明している。

このように，中規模企業と小規模企業を区別

するのは，原価計算であるほど，規模別，業種
別の違いがあるという証左でもある。

４　断絶期間を経た 2000 年代
　　以降の中小企業会計施策

1950 年代には立て続けに中小企業向けの会
計施策が示されたわけであるが，高度成長期か
ら安定成長期（1970 〜）にかけては，中小企
業会計施策の中心は，中小企業庁から日本生産
性本部等に移っていった。これは，1963 年に
中小企業基本法が制定され，その基本理念が企
業間における生産性等「諸格差の是正」という
ことからも読み取れる。中小企業庁が直接関与
した会計施策は 1958 年の「中小企業の原価計
算要領」以降 2000 年代に入るまでは断絶して
いた期間であったといえる。

4.1　中小企業向け会計の必要性
1960 年代からの断絶期間を経て，40 年ぶり

に中小企業向け会計の必要性が議論されるよう
になってきたのが 2000 年代である。

その契機となったのは，2002 年（平成 14 年）
の商法改正であり，そこでは会社計算規則が商
法の本則から外れ，法務省令事項とされた。こ
のとき，中小企業に配慮して必要な措置をとる
よう，衆参で付帯決議がなされた。中小企業庁
は「中小企業の会計に関する研究会報告書」を
2002 年の 6 月に公表し，同年 12 月には日本税
理士会連合会が「中小会社会計基準の設定につ
いて」を示し，翌 2003 年 6 月には日本公認会
計士協会が「中小会社の会計のあり方に関する
研究報告」を公表している。これら 3 つの報告
書を統合する形で，2005 年の 8 月に日本公認
会計士協会，日本税理士会連合会，日本商工
会議所および企業会計基準委員会から「中小
企業の会計に関する指針」が公表された（河﨑
2015, 265）。
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4.2　「中小会計指針」に対する評価と対応，
　　 および「中小会計要領」の公表

「中小会計指針」に従った会計を行っている
中小企業は限られている（17%）との中小企業
庁のアンケート調査などから，中小企業に対す
る会計についてのさまざまな対応が出てきた。

2010 年 2 月に，中小企業庁は「中小企業の
会計に関する研究会」を再開し，9 月に「中小
企業の会計に関する研究会　中間報告書」を取
り纏め公表した。また，企業会計基準委員会等
も 2010 年 2 月に「非上場会社の会計基準に関
する懇談会」を設置し，8 月に「報告書」を取
り纏めた。そこでは，中小企業の実態に即した

「中小企業の会計処理のあり方を示すもの」を，
新たに取り纏めるべき等の方向性が示された。
これらを受け，2011 年 2 月に「中小企業の会
計に関する検討会」および「同ワーキンググルー
プ」が設置され，その成果として 2012 年 2 月
に「中小企業の会計に関する基本要領」が公表
され，同年の 3 月には「同普及・活用策」が公
表されるに至った。

５　中小企業庁による中小会計要
領公表後のアンケート調査

（2015）

中小企業の経営実態に即している中小企業版
の会計基準とでもよべる「中小会計要領」が
2012 年に公表され，「以降 3 年間を集中広報・
普及期間と位置づけ，国，関係団体が普及・活
用促進に取り組んできた」（中小企業の会計に
関する検討会ワーキンググループ 2015b, 1）と
いう経緯がある。そこで，「中小会計要領」の
普及・活用の状況を把握するため，中小企業庁
は 2015 年 1 月に中小企業と税理士・税理士法
人に対してアンケート調査を実施している。

このアンケート調査では，次のような諸点が
明らかにされている。

中小企業からの回答 7 によると，「中小会計
要領」の認知度 24.4％であり，認知先におけ
る「中小会計要領」の導入率は 31.2％（全体で
は，24.4% × 31.2％＝ 7.6％）であった。一方で，
税理士・税理士法人からの回答 8 によると，「中
小会計要領」に完全準拠している企業の比率は
52.4% であった。このように，普及状況につい
ては，事業者と税理士間の間では，認識ギャッ
プがあることが明らかになった。

この結果を受けて，事業者と税理士間の認識
ギャップの発生原因やギャップを埋める必要性
等について，追加調査 9 を行っている。

認識ギャップが生じている理由は，⑴経営者
の関心の低さ，⑵税理士とのコミュニケーショ
ン不足，税理士の認識不足，⑶メリット等の
PR 不足が指摘されている。

また，認識ギャップを埋める必要性について
は，⑴税理士の 62.5％が「埋める必要性がある」
としているが，他方⑵税理士の 37.5％が「埋め
る必要性が無い」としているものの，この中に
は「税理士が顧問としての役割を果たす」とい
う意見もあり，ギャップの有無に関わらず，会
計を活用した経営については概ね肯定的である。

中小企業の会計に関する検討会ワーキンググ
ループ（2015b,9）によると，これまでの取組
みの評価と今後の対応について，2 点指摘して
いる。⑴更なる普及の拡大と⑵活用の高度化に
向けた取組みである。中小企業を取り巻く厳し
い経営環境の下，中小会計要領の導入および経
営への活用は，経営者が「自社の状況を把握
し，自ら外部に経営を語ることができるように
なる」ことを通じ，「自社の経営計画・戦略立
案に活かすことや，金融機関や取引先の信頼性
が高まることで，中小企業の厳しい経営環境を
改善する有効な手段となる」と締めくくってい
る。このことは，1963 年の中小企業基本法が
中小企業を社会的弱者と捉え，格差是正に取り
組んできた施策から，1999 年の改正中小企業
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基本法で，中小企業を我が国経済の基盤であり，
かつダイナミズムの源泉と捉え，独立した中小
企業の多様で活力ある成長発展を支援する施策
への転換と軌を一にするものである。

６　中小企業庁へのインタビュー
調査 10

中小企業庁が公表しているアンケート調査を
受け，企業側と税理士側とで大きな認知ギャッ
プを生じている「中小会計要領」に対して，中
小企業庁としては，どのような対策等を考えて
いるのか，その一端を明らかにするために，中
小企業庁の担当者にインタビューを行った。イ
ンタビュー調査は，2015 年 3 月 30 日，13：00
から 14：15 まで中小企業庁内の会議室で行っ
た。インタビュイーは中小企業庁の担当者 2 名，
インタビュアーは成川と飛田の 2 名であった。
内容は，高度成長期における中小企業向けの会
計指針について，現代の「中小会計要領」策定
の目的，策定に至るまでの経緯・プロセス，策
定後の現状についての認識，課題を主とする半
構造化インタビュー形式で実施した。

中小企業者数の面では，2000 年に 500 万者
あったものが，2015 年には 385 万者（うち法
人 168 万社）と激減する中で，中小企業庁が中
小会計要領を作成主導し公表する意義は，どこ
にあるのかという問いかけには，次のような回
答を得た。

中小企業庁が「中小会計要領」の普及をはか
るのは，時代的な要請によるものであるとい
う認識であった。１つには，2002 年に会社計
算規則が省令に変更されたことを原因とする。
2002 年の「商法等の一部を改正する法律案」（第
154 回閣法第 77 号）の可決にあたり，衆参両
院において，中小企業の負担に配慮するよう付
帯決議がなされた。これらの決議を受けて，日
本公認会計士協会，日本税理士会連合会，日本

商工会議所および企業会計基準委員会が「中小
企業の会計に関する指針（以下，中小会計指針）」
を公表した。しかし，「中小会計指針」は，大
企業の会計基準を簡便化して設定されたもので
あり，国際会計基準の影響も受ける。それゆえ，
国際会計基準と日本基準とのコンバージェンス
の進展に伴い，「中小会計指針」も改正を繰り
返すことになる。このようなよるべき会計基準
の変更に中小企業が速やかに対応していくのは
困難であるし，また中小企業にとって，国際会
計基準に沿った会計情報の開示は求められてい
ない点も考慮し，「中小会計要領」が産まれて
きたという経緯である。

もう１つは，中小企業者が直面したパラダイ
ムシフトとでもよべる状況の変化である。従来
の中小企業者では，「会計を知らなくても良い。
下請けで OK」であったし，「経営は知らなく
て良い。会計は税務申告だけで良い」という状
況であった。「しかし，現在は経営環境が厳しく，
安くて良い物を作ることが求められ，仕事がな
い。そうした状況で，会社の状況を数字で捉え
なければ成り立たなくなるのではないか。会計
によって，ブラックボックスを可視化する必要
がある」と述べている。この点は，中小企業者
が置かれている厳しい経営環境を改善する有効
な手段として，会計が認識されていることの証
左であろう。

また，（「中小会計要領」等の）制度と実務と
のフィッティングについては，「業種別にわけ
て考えるなどの方法があり得るが，実際にどこ
まで細かく分けるかが難しい」し，まだ始まっ
たばかりであり，浸透はこれから，現状（現実）
が早く来たのであって，制度はまだ追いついて
いない。制度が遅れている」とのご指摘であっ
た。したがって，高度成長期に示された財務管
理や原価計算についての指針は今後の検討を否
定するものではなく，まずは財務会計制度とし
ての「中小会計要領」を浸透させ，その後で順
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に整備していくこともあり得るという状況であ
ると理解できた。

こうしたことは中小会計施策のパラダイムシ
フトとでもいえるが，それは「中小企業基本法
が改正されたことにより，中小企業を経済的弱
者として捉えて支援するのではなく，やる気や
能力のあるものを支援していく方法に変わっ
た」（インタビュー調査における担当者のコメ
ント）ことも影響している。ただ，現在の施策
については，「保証料率の割引やサポートを通
じたアメのような施策を打ちつつ，中小会計要
領の制定・普及といった厳しい施策も，現在は
両方行っている」（インタビュー調査における
担当者のコメント）とし，政策のバランスを重
視しているような発言もあった。

７　おわりに

1950 年代に中小企業庁が採用していた施策
と 2000 年以降の施策には，40 年以上の断絶が
見られるという点が指摘できる。この断絶がな
ぜ生じているのかを明らかにすることはできな
かったものの，中小企業に対する会計施策（「中
小会計要領」等の公表）が再びとられるように
なったことは，担当者からのインタビュー調査
でも明らかである。１つには，会社計算規則の
省令への変更とそれに伴う，衆参の付帯決議を
契機としてであった。もう 1 つは中小企業基本
法の基本理念の変更である。中小企業を経済的
弱者として捉えて支援するような施策ではなく，
やる気や能力のある中小企業者を支援して行く
方向に変わってきたとのことである。

中小企業施策が転換したと考えられる時点
（1999 年）から，大きく中小企業者数を減らし
ているものの，中小企業のプレゼンスは今なお
高いといえる。2014 年版の中小企業白書によ
ると，中小企業者数は，385.3 万者であり，大
企業を含めた全体の 99.7％をしめている。また，

従業者数でも中小企業は 3,217 万人でやはり全
体の 69.7％にのぼることから，中小企業者のプ
レゼンスの高さは明らかである。基本理念等が
変わったのは，中小企業者数等は減りながらも，
そのプレゼンスの高さゆえに，やる気や能力の
ある中小企業者を支援する，会計面での施策が

「中小会計要領」等の公表であった。
やる気や能力のある中小企業者を支援するた

めには，中小企業に適合した会計制度は必要で
あり，中小会計要領普及の意味はあるとのわれ
われの理解である。しかし，このような会計制
度が企業経営の実務においてどのように用いら
れ，どのような効果をもたらしているのかにつ
いては十分に検証されていない。そこで，われ
われは「「中小会計要領」の普及が健全な中小
企業の育成に資するものである」という仮説を
設定し，実態調査を重ねることで検証すること
である 11。これを検証することは難しいであろ
うが，中小企業経営者の年齢や，業種によって
中小会計要領の普及具合に差が生じているとい
うアンケート結果などを切り口に，ヒアリング
調査などを通して，この仮説を検証することが
可能であろうと思慮している。

しかし，「中小会計要領」等の財務会計面で
の施策だけでは，不十分ではないかという考え
方もある。たとえば，澤邉ほか（2015,107）で
は，「中小企業であっても経営の PDCA という
意味で基本的な管理会計能力を向上させること
で，業績を改善できる可能性が高い」ことを論
証し，「中小企業が管理会計能力向上のために
投資することには経済的な意味があり，政策的
な含意も小さくない」と指摘している。

また，歴史的に振り返っても，1950 年代に
見られたような中小企業の「財務管理要領」や

「原価計算要領」に類する要領設定の必要性を
どのように考え施策として提言できるのかも，
われわれの課題として認識できた。中小企業庁
が行ったアンケート調査や，中小企業庁担当者
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へのインタビュー調査からも，経営の合理化・
可視化に資する複数制度，すなわち，財務管理
や原価計算の必要性については指摘できる。そ
こで，1950 年代にとられた会計施策のように，

「中小会社財務管理要領」や「中小会社原価計
算要領」の施策が，やる気や能力のある中小企
業に資する可能性があると考える（図表３参照）。

健康体の中小企業の育成には，中小企業者を
対象に中小会計要領の普及により「帳簿記録」
の重要性を涵養し，さらによりやる気のある中
小企業むけに，（仮）中小会社財務管理要領に
より「財務管理」の適切化を進め，（仮）中小
会社原価計算要領により，「原価管理」の重要
性という意識の涵養が必要であり，そのための
制度設計を心がけるべきである。単一の施策で
はなく，中小企業向け会計施策の「3 本の矢」
として考えるべき時期に来ているというのが，

われわれの意見である。

（注）

１　中小企業の定義は一様ではない。たとえば中
小企業基本法で定義する中小企業者と法人税法
での定義は異なる。本稿で対象とする中小企業
とは，中小企業基本法における中小企業者とす
る。これは，本稿が中小企業庁関連の（会計）
施策を論じるためである。中小企業基本法第 2
条によると，下記の表のように整理される。

２　中小企業会計制度が確たるものとして存在し
ていると考えているわけではない。金融商品取
引法や企業会計基準は「会計制度」を構成して
いると考えている。現在，会計基準の設定主体
は企業会計基準委員会（ASBJ）に限定されてい
ると考えて良いであろう。したがって，後述す
る中小企業を対象とする指針や要領は厳密な意
味では会計基準ではないが，会計基準に類する

図表４　◯◯◯

資本金の額または
出資の総額

中小企業者
（下記のいずれかの条件を満たすこと）

業　　種
常時使用する
従業員の数

一　製造業，建設業，運輸業その他の
　　業種（二～四を除く） 3億円以下 300人以下

二　卸売業 1億円以下 100人以下

三　サービス業 5,000万円以下 100人以下

四　小売業 5,000万円以下 50人以下

図表３　想定される中小会計要領以降の会計施策

出所：筆者作成

中小会計要領

（仮）中小会社
財務管理要領

（仮）中小会社
原価計算要領
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ものとして「会計制度」の一翼を担うものと本
稿では位置づけて論ずる。

３　会計基準を企業の規模別に用意しようという
動きの他に業種別という考え方もある。企業活
動は業種により大きく異なるために，業種別に
整理してはどうかということである。たとえば
日本生産性本部が 1959 年に公表した「機械靴工
業の原価計算」『中小企業業種別原価計算 1』な
どがある。

４　本稿においては，政策と施策を区別して用い
ている。政策とは，行政側が一定の分野や問題
について，どのような方針と理念に基づいて取
り組むのかを示すものであり，施策とは政策を
実現するためのさまざまな取組みをまとめたも
のと解している。なお，施された施策が結果と
して会計基準に類するものとして扱われること
により，会計施策が「会計制度」の一翼を担う
場合もあると理解している。

５　中小企業政策の時代区分には，島田（2003）
や清成（2009）等多様なものがあるが，本稿で
は中小企業庁（2011）に従った区分を用いている。
ただ，さまざまな区分の妥当性等については比
較検討していない。

６　「中小企業簿記要領」は，法人企業形態をとっ
ていない個人商店向けのものであり，現行の「中
小会計指針」や「中小会計要領」が中小会社を
対象としているのと次元が異なるため，本稿で
は考察の対象としないこととする。

７　中小企業庁財務課調べである。なお認知度に
ついての有効回答数は 824 件，認知先における
導入状況についての有効回答数は 199 件である。

８　同じく中小企業庁財務課調べである。有効回
答数は 723 件であった。

９　2015 年 3 月に実施された「中小企業における
会計の実態調査」に回答があった税理士・税理
士法人（736 社）から，無作為に 50 社をサンプ
リングして追加アンケート調査を実施し，16 社
からの回答にもとづく。なお，2 名の税理士に
対する追加ヒアリング調査も行っている。また，
同時期に，認識ギャップに関する調査ではない
が，中小会計要領未導入の中小企業に対する追
加調査も行っている。

10　なお，インタビューは上記追加調査結果が出
る前の時期に行った点に留意が必要である。

11　たとえば，中小企業における管理会計の有用
性について検証を行った澤邉・吉永・市原（2015）
は先行研究として参考になる。
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　　　　　本稿では，戦後の中小企業政策の変遷に応じて認識された中小企業問題を確認し，その問

題解決のために実施された中小企業支援施策の中から代表的な施策を取りあげ，その実行や効果測定に

関する管理会計の貢献について考察した。戦後復興期には中小企業の未熟な経営管理手法という中小企

業問題に対し，主に診断・指導と経営指導書の普及を通じて中小企業の経営管理能力向上を支援した。

その際，中小企業経営に原価計算手法の導入を促した点が管理会計の貢献といえる。高度成長期から安

定成長期には中小企業と大企業の格差の存在という中小企業問題に対して，集団化と共同化を伴う高度

化事業を活用した設備投資とそれを経営面から支える診断・指導を通じて中小企業の生産性向上を支援

し，格差是正を図ろうとした。その実行にあたっては，予算管理や設備投資の経済計算の活用など管理

会計の貢献が明らかになった。転換期を迎え 1999 年の中小企業基本法の抜本改正にともない，基本理

念はやる気と能力ある中小企業の支援へと転換し，政策の担い手も公から民へと変化して診断・指導機

能が国や都道府県から民間経営支援機関へと外部化された。その結果，管理会計の貢献も中小企業支援

施策の実行場面では確認が困難になった一方，施策の効果測定場面での管理会計の貢献が強く求められ

てきている。今後，こうした施策の効果測定については，中小企業支援施策の評価を国や自治体の行政

評価システムに組み入れていくことが必要と考える。

※本稿は査読済み論文です（2016年３月31日決定）。

キーワード

論文要旨

　　　　　中小企業政策の変遷，中小企業基本法，管理会計の貢献，施策の実行支援，施策の効果測

定支援

山　北　晴　雄（中部大学教授）

中小企業政策の変遷と管理会計の貢献
―中小企業支援施策の実行と効果測定の支援―

１　はじめに

わが国の中小企業 1 は企業数では 99.7％，従
業者数では 69.7％とわが国経済の中で大きな比
重を占める（中小企業庁 2015, 1）。同時に，中
小企業は国民経済上重要な役割を果たしてきた
ことから，中小企業が中小規模であるがゆえに
生じる問題に対処するために中小企業政策が講
じられてきた。こうした中小企業政策は時代の

要請に応じてその基本理念が見直され，戦後復
興期には「経済力の集中を防止，健全な中小企
業の育成」，高度成長期から安定成長期にかけ
ては「二重構造論：中小企業と大企業の格差
是正」，転換期を迎えると「やる気と能力ある
中小企業の支援」へと変化した（中小企業庁 
2014, 5）。

そして，それぞれの基本理念のもとで，時機
に応じて金融，組織化，コンサルティング，人
材育成などさまざまな中小企業支援施策が実施
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された。戦後復興期には，経営資源の不足や未
熟な経営管理手法といった中小企業問題に対処
するため 1948 年に中小企業庁が設置され，個
別中小企業に対する診断・指導，『中小会社経
営簿記要領』をはじめとする経営指導書の発表
を通して中小企業経営の改善・合理化を促進し
た。

中小企業政策の次の転機となったのは 1963
年の中小企業基本法の制定である。高度経済成
長下で生まれた大企業と中小企業の生産性格差
や所得格差，いわゆる二重構造問題が中小企業
問題とされ，その格差を是正するための生産性
向上施策が展開された。その代表的な施策の１
つとして中小企業高度化資金貸付制度（以下「高
度化事業」という）があげられるが，本事業は
中小企業の工場や店舗を集団化して規模の拡大
を図り，事業の共同化を進めることにより生産
性を向上させ，格差是正を図ろうとする施策で
ある。

その後，わが国の経済成長を背景に二重構造
問題が解消に向かい，中小企業の「過小過多」
を要因とする中小企業問題を解決するための中
小企業基本法の前提が崩れる一方，既存中小企
業の経営力の向上や，開廃業率の逆転現象から
創業促進への期待が高まってきた。こうした状
況を受けて 1999 年に中小企業基本法の抜本改
正が行われ，「中小企業の経営の革新や創業の
促進」が新たな政策目標として追加されたので
ある（中小企業庁 2000, 422）。

一方，管理会計は組織の経営管理者の意思決
定や業績測定に役立つ会計情報を作成し，提
供することを目的としている。自治体におけ
る行政評価システムの導入に伴い，2000 年以
降，わが国の管理会計研究のなかで自治体の管
理会計問題を扱うケースが増加している 2。ま
た，高橋（2010, 2011, 2013）では，産業政策と
しての産業クラスター計画に対して，管理会計
手法であるバランスト・スコアカード（Balanced 

Scorecard：以下「BSC」という）の適用可能
性の研究が進められている。国や自治体が推進
する中小企業政策についてもその国民経済上の
重要な役割に鑑みて，管理会計の考え方や手法
を用いた施策の実行や効果測定の仕組みが欠か
せないものと考える。

そこで本稿では，戦後の中小企業政策の 3 つ
の転換点，中小企業庁の設置（1948），中小企業
基本法の制定（1963），中小企業基本法の抜本
改正（1999）を取りあげ，次の 2 点を本稿の目
的とする。第 1 はそれぞれの時代にどのような
問題が中小企業問題と認識され，それを解決す
るためにどのような管理会計の貢献があったの
かを確認することである。ここで管理会計の貢
献とは，中小企業施策の実行場面や効果測定場
面において，施策実現のために管理会計の考え
方や手法が活用されていることと定義する。第
2 は今後の中小企業支援施策の実行や効果測定
への管理会計のあり方を展望することである 3。

なお，本稿では 1963 年に制定当時の中小企
業基本法を「旧基本法」，1999 年に抜本改正さ
れた中小企業基本法を「新基本法」とよぶこと
とする。

２　中小企業庁の設置と未熟な 
経営管理手法の改善

2.1　中小企業庁設置法の制定と診断・指導の開始
戦後の経済復興期には数多くの中小企業が誕

生したが，人・モノ・金など経営資源の不足に
加えて，老朽化した設備や経営者の経験と勘に
よる成り行き管理など未熟な技術や経営管理手
法といった中小企業問題が顕在化していた。こ
うした問題に対処するため 1948 年に中小企業
庁が設置され，中小企業政策として診断・指導
が金融，組織化と並んで 3 本柱の１つとして位
置づけられた。

中小企業庁設置法第 3 条第 1 項第１号では中
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中小企業政策の変遷と管理会計の貢献

小企業庁の権限として「中小企業に関する資材，
動力，資金，生産方法，技術，経理，労働関係，
輸送及び販売等に関する事項その他中小企業の
育成及び発展並びに経営の向上に必要な事項に
ついての情報を収集し，分析し，及び提供する
こと」と規定し，この条文を根拠に中小企業庁
が中小企業の技術や経営の向上の推進役として
の役割を果たすことになったのである。

同時に，同法第 3 条第１項第 2 号でその権限
は「中小企業の経営状況の調査及び診断並びに
これに基づく必要な指示をすること。但し，そ
の調査及び診断は，当該中小企業者の申請に基
づくことを必要とし，且つ，その指示は，当該
中小企業者を拘束しないものとする」と規定す
る。この条文を根拠にして，中小企業庁が政策
として中小企業の経営に関する調査や診断の機
能を担うことになった。

そして，同法第 4 条第 1 項第 5 号では「中小
企業庁は，中小企業に関係ある事項については，
中央及び地方の行政庁の協力を求め総合的に処
理することができる」と規定された。この条文
を根拠にして，各都道府県において中小企業に
対する調査や診断・指導が始まった。すなわち，
戦後復興期においては国の機関である中小企業
庁が政策として，中小企業のコンサルティング
を実施することとしたのである。

中小企業に対する診断・指導については中小
企業庁が設置された 1948 年に「中小企業診断
実施基本要領」が制定され，中小企業に対する
コンサルティングを実施するための「中小企業
診断制度」が発足した。1952 年には診断制度
の質的・量的拡充を図るため，優秀な信頼でき
る専門家を通商産業大臣が登録して都道府県等
による診断・指導に活用する「中小企業診断員
登録制度」の制定により，診断・指導体制がさ
らに強化された（中小企業診断協会 2014, 1）。

診断・指導の実施機関である自治体の例でみ
ると，東京都では中小企業庁が設置された同年

1948 年，東京都商工指導所設置条例により「都
下中小商工業の振興発達を図るため，中小商工
業に関する調査，研究，相談，その他指導に任じ，
一般に公開する」ことを目的に東京都商工指導
所（以下「都指導所」という）が開設された（東
京都商工指導所  1998，350）。初代所長は元東
京大学教授の中西寅雄，総職員数 69 名であった。

2.2　診断・指導施策と原価計算の導入
他の経営管理手法と同様に，中小企業への原

価計算の導入も主に診断・指導を通じて進めら
れたが，こうした診断・指導を具体的に支える
と同時に原価計算の普及を図る目的で中小企業
庁は 1958 年に『中小企業の原価計算要領』（以
下『要領』という）を発表した。『要領』は中
小企業における原価計算の実務指針であり，業
種別の原価計算の例として，「印刷業，建設業，
タクシー業，金融業，註文洋服店，旅館業，美
容院，クリーニング業，製材業，問屋，電気機
械製造業」の 11 業種が示されている（中小企
業庁編 1958，225-289）。

図表 1 は都指導所における 1958 年度事業実
績の一部である。通常，複数の診断テーマを１
つの診断で実施することが多く，原価計算がど
の程度診断テーマになっていたかは不明である。
しかし，「経理診断と指導」が独立した診断事
業として位置づけられているほか，調査および
広報事業の資料作成では「クリーニング業の原
価計算制度」が作成されている。また，その他
指導啓発事業として印刷業をはじめ『要領』で
示された業種の「中小企業の簡易原価計算講習
会」が開催されている。生産管理，販売管理な
どさまざまな経営管理手法がある中で，経理診
断・指導，業種別の原価計算制度の作成や原価
計算講習会が事業化された点を考えると，当時
の中小企業の経営改善にとって原価計算の導入
が優先的なテーマであったことが推察される。

次に原価計算の導入を希望する中小企業が診
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断・指導を受ける場合の手順について，中小企
業庁編（1982）の「一般診断―工場・鉱山・商
店診断要領」からみていく。先にみたように診
断・指導は「中小企業者の申請に基づくことを
必要」とするため，中小企業者からの診断の申
込が前提となる。中小企業者から「一般診断申
込書」による申込みを受けた自治体の診断実施
機関は，診断希望事項によって自治体内で診断
担当者を決定する。

診断担当者は中小企業者に出向き，経営者と
面談して予備調査を行う。この予備調査では受
診希望事項，自企業の経営上の長所・短所，沿
革，組織図，従業員構成，扱い製品（加工分野），
仕入先構成，得意先構成，就業規定などについ
て聴取する。同時に，過去の決算書（通常 3 期
分）を入手して経営分析を行う。予備調査と決
算書の分析結果をもとに，再度受診希望事項を
確認することになる。

図表１　東京都商工指導所1958年度の事業実績（抜粋）

区　分

診断事業

調査及び
広報事業

その他の
指導啓発
事業

個別及び団体の
経理経営指導

資料の作成

中小企業の簡易
原価計算講習会

個別及び団体の
経理診断

個別商店診断

モデル工場

集団診断

個別工場診断

商店街診断
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個別診断は店舗構造，店内配置，商品陳列，照明といった店舗
診断が比率上多数を占めているが，最近は経営内部の問題，取
扱商品の構成，労務管理，仕入販売管理，さらに販売促進の問
題にまで進み，総合診断が増加してきている。

商店街診断における勧告受診件数640件（共同事業の促進85，
組織の改善76，美観整備の促進98，共同施設の整備26，立地条
件の改善30，事業企画の高度化105，会員の啓蒙教育75，収入
事業の促進42，調査研究の実施75，その他28）

主として企業診断を契機に積極的に経営の合理化を図り，立派
な成果を収めた工場を広く一般に紹介し，一般企業の合理化と
診断制度の普及を図るため，中小企業庁から指定されるもので
ある（昭和32年度指定９件，昭和33年度指定11件）。

モデル工場の現況，都内商店街の現状について，商店街の運営
とその環境，クリーニング業原価計算制度，商業調査の比較分
析，当所窓口からみた年末を巡る金融情勢，金を借りるにはど
うしたらよいか，中小企業における諸規定集（全４巻）を作成
した。

印刷業，建設業，タクシー業，金融業，注文洋服，旅館業，美容
院，クリーニング業，製材業，問屋，電気機械製造業等の原価
計算の実例を中心とした原価計算普及のための講習会である。

経理診断は財務管理，販売管理，仕入管理，在庫管理，資金管
理，労務管理について実施した（商業169件，工業14件）。

経理経営指導は概して部分的に行うものである（商業67件，工
業23件）。

①系列診断（親工場とその協力工場について，その系列関係に
重点をおき下請工場共通の問題点，および親工場側には下請企
業に対する改善等を提示するものである。６系列，58工場），
②業界診断（同一業種の数工場をまとめて行う診断である。１
業種，金属玩具業界２工場）

一般診断183，合理化指導43，地区別診断14，研究工場的診断18

出所：東京都商工指導所（1998），360「昭和33年度（1958年度，筆者注）の事業実績」の中から「診断事業」，「調査及
　　　び広報事業」の「資料作成」，「その他の指導啓発事業」の「中小企業の簡易原価計算講習会」を抜粋したも

のである。
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予備調査の結果，原価計算の導入が当該企業
の経営改善にとって有用と判断すれば，原価計
算の導入を目的として本診断が開始する。診断
班は，診断・指導を担当する自治体職員に加え，
診断テーマに応じて先述した「中小企業診断員
登録制度」で登録された中小企業診断員，公認
会計士，技術士など外部専門家を依頼して編成
する。本診断に要する日数は診断内容によって
異なるが，3 日から 1 週間（連続とは限らない）
程度である。本診断の結果は診断報告書にまと
めて診断申込者に対し提案する。その後の運営
については，事後指導として定期的に診断申込
者を訪問して，必要な改善指導を行うことになる。

2.3　診断・指導施策における管理会計の貢献
戦後復興期における中小企業政策は，主に中

小企業の診断・指導によって個別中小企業の生
産性や収益性を向上させ，もって健全な独立の
中小企業の育成という政策理念を達成させよう
としたものといえる。原価計算手法の導入もそ
の１つである。

中小企業の原価計算の必要性について，『要
領』の序文では次のように示す。すなわち「ど
この工場でも，その工場に向く原価計算を奨め
れば，皆とりあげてもらえる程，経営合理化の
ために原価計算は，必要に迫られていることと
思う。（中略）そういう場合の原価計算は大企
業のものでは難しく，とうてい実行されないし
また長続きもしない。（中略）その点本書の多
数例示は，中小企業に向く簡易な原価計算があ
ることを教えている」と述べる。

さらに「本書には 50 人以下の工場に適する
簡単なものから，50 人〜 100 人程度の小工場向，
100 人以上の中工場向，中小鉱山向のものを始
め，あらゆる業種のものが網羅されているから，
これを原価計算の手引書とすれば，中小企業の
全般の原価計算の普及に大いに役立つものと確
信する」と述べ，企業規模や業種に応じた原価

計算のあり方を提示している。
こうした記述や先述した都指導所の事業実績

などから，戦後の復興期において「中小企業に
おける未熟な経営管理手法」という中小企業問
題に対して，原価計算導入のための診断・指導，

『要領』を活用した業種別原価計算制度の提示
や中小企業向けの簡易原価計算講習会の実施な
どを行う中で，施策の実行場面において管理会
計は一定の貢献があったものと考える。

一方，施策の効果測定の場面での管理会計の
貢献について，診断・指導の実施件数や原価計
算講習会の実施回数など実績の把握はされたが，
施策そのものが評価されることはなく施策の効
果測定にあたっての管理会計の貢献は確認でき
なかった。

３　中小企業基本法の制定と中小
企業の生産性向上

3.1　二重構造問題による格差是正と中小企業
構造の高度化

中小企業政策の次の転機となったのは，1963
年の旧基本法の制定である。その背景には，高
度経済成長下で生まれた大企業と中小企業の格
差問題がある。旧基本法第 1 条では「国の中小
企業に関する政策の目標は（中略）企業間にお
ける生産性等諸格差が是正されるように中小企
業の生産性及び取引条件が向上することを目途
として，中小企業の発展を図り，あわせて中小
企業の従業者の経済社会的地位の向上に資する
ことにあるものとする」と規定した。

この格差問題について 1963 年に発表された
第 1 回の中小企業白書では「中小企業の大企業
に対する付加価値生産性格差は，（昭和）37 年

（1962 年，筆者注）においては前年に比べ縮小
を見せたが，まだ従前の拡大傾向から縮小傾向
に転じたとは判断しがたく，かつその開きは依
然として大きい」と記され，こうした大企業と
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中小企業との生産性格差をはじめとする，いわ
ゆる二重構造問題をいかに解決するかが中小企
業政策の課題となった。

こうした格差是正の方向について同白書では
「付加価値生産性の格差をいかに是正するかは，
一般的には付加価値生産性を構成する二つの要
素である物を生産する能率としての物的生産性
と物を貨幣に交換する力としての価値実現力の
向上をはかることによって達成される」と指摘
する。ここで付加価値生産性は従業者一人当た
り付加価値として示されるが，付加価値生産性
は従業者一人当たり売上高（物的生産性）と付
加価値率（価値実現力）の積として示され，こ
の両者を向上させることが課題となる。

さらに，同白書では「生産性向上のためには
その推進力として，まず機械設備の近代化があ
げられる。（中略）生産性向上と密接な関連の
ある従業員一人あたり資本装備率の格差は極め
て大きいことが示されているので，生産性向上
のため近代化投資を急速に進めることが課題と
なる」と述べるとともに，「物的生産性向上の
ための推進力の第二は，設備に結びつく技術の
向上とこれらを総合的に管理する経営方式の近
代化に求められる」と述べる。

従業者一人当たり売上高（物的生産性）は資
本装備率と有形固定資産回転率の積で示される
ことを考えると，機械設備の近代化による資本
装備率の向上と近代的な経営管理方式の導入に
よる有形固定資産回転率の向上によって，物的
生産性を向上させようとした意図が明らかになる。

3.2　高度化事業と付加価値生産性の向上
大企業と中小企業の格差是正を実現するため

にあげられた 1964 年度中小企業政策の重点施
策 4 の中から，中小企業の生産性の向上を図る
施策として高度化事業を取りあげる。高度化事
業は，中小企業の集団化・共同化と低利融資に
よる設備投資により資本装備率の向上を図り，

診断・指導（近代化促進診断）により近代的な
経営管理方式の導入を促進するという，格差是
正を図るための代表的な事業と位置づけられる
からである。

高度化事業は「中小企業者が共同して経営基
盤の強化を図るために組合などを設立して，工
場団地・卸団地，ショッピングセンターなどを
建設する事業などに対して，資金およびアドバ
イスの両面から中小企業基盤整備機構（旧・中
小企業総合事業団，以下「機構」という）と各
都道府県が一体となって支援する制度」である

（中小企業基盤整備機構 2008, 1）。なお，都指
導所では 1969 年に近代化診断部を設置して高
度化診断を開始した（東京都商工指導所 1998，
340）。

高度化事業（中小企業工業団地の事例）を希
望する中小企業の借入までの手順は，中小企業
庁編（1982）の「近代化促進診断―中小企業工
場団地診断要領」によれば以下の通りである。
すなわち，①事前助言，②「中小企業工業団地
診断申込書」による診断申込み，③診断・指導，
④借入申請，⑤貸付決定，⑥資金交付請求，⑦
金銭消費貸借契約等の締結，⑧貸付金交付，⑨
支払完了検査である。これらのプロセスに要す
る日数は事業規模によっても異なるが，工場団
地や流通団地を建設する場合には 2 〜 3 年の期
間を要する。

高度化事業で実施される診断・指導は，事業
の実施段階に応じて計画診断，建設診断，運営
診断に分かれる。計画診断では集団化対象企業，
事業協同組合の実態および団地予定地の立地等
に係る基本的条件を総合的に調査して，工場等
集団化計画の妥当性を検討する。建設診断では
計画診断の結果より設定された計画に基づき，
計画実施の円滑化を期するため実施計画および
その条件の妥当性および建設の適切性を検討す
る。そして，運営診断では当該工場等集団化計
画の全部または大半の終了後，工場団地の総合
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的運営管理ならびに団地構成企業の経営全般に
わたってその運営上の問題点，集団化による効
果を把握し，集団化後における経営の合理化を
推進していく。

この計画診断，建設診断および運営診断の各
段階において，機構および各都道府県で診断班
を結成し，高度化事業に伴う事業計画，設備投
資計画，設備資金返済計画，運転資金計画など
各計画の立案や実行，集団化・共同化による効
果測定などが行われる。診断実施後には協同組
合および各組合員に対し診断報告が行われ，問
題点の指摘と改善の方向を示した勧告事項が示
される。協同組合および組合員は勧告事項を解
決すべく，組合運営や組合員企業の経営改善を
進めていくことになる。

3.3　高度化事業における管理会計の貢献
高度成長期から安定成長期における中小企業

政策では，大企業と中小企業の格差の存在とい
う中小企業問題に対して，資金面からの支援に
より資本装備率を向上させ，診断・指導や下請
取引の是正措置によって固定資産回転率や付加
価値率を向上させ，もって付加価値生産性を向
上させようとする施策が展開された。特に，高
度化事業の目的は中小企業の集団化・共同化に
より，中小企業の規模の適正化を図り生産性を
向上させ，大企業との格差を是正するという政
策理念を達成することである。そのため，高度
化事業は同じ業種や関連の深い中小企業者が互
いに協力して，組合組織等により事業の共同化，
協業化，あるいは工場および店舗の集団化など
を進めていくことになった 5。

この高度化事業に対する管理会計の貢献を考
えるとき，高度化事業という事業そのものに管
理会計的意義を見出すことができる。すなわち，
中小企業の生産性を短期間に向上させるために
は，個々の企業に対する対応よりもグループを
対象の施策を展開した方がより短期的に達成で

きることから，業種的に同じもしくは近い企業
を集団化させ，規模拡大を通して生産性を高め
ていこうとしたのである。同時に，共同受注に
よる売上拡大や，共同仕入や共同施設による費
用削減を通して生産性の向上とともに収益性の
向上をも図ろうとした。

また，施策の実行場面での管理会計の貢献は，
高度化事業の実施プロセスにおいて次の点があ
げられる。第 1 に高度化事業を運営する事業協
同組合の経営計画の立案や実行，業績評価にあ
たっては共同受注・共同仕入・共同施設維持管
理など共同事業などの予算管理，在庫管理，共
同化の業績評価など管理会計手法が活用されて
いる。第 2 に高度化事業に組合員として参加す
る各企業の設備投資計画や返済計画，運転資金
計画や返済計画の立案と実行にあたって，資本
予算や設備投資の経済計算などの管理会計手法
の活用が見られる 6。

しかし，高度化事業をめぐっては 2005 年の
参議院決算委員会における会計検査院の検査要
請を契機にして，中小企業に対する高度化資金
貸付の不良債権化が全国的な問題となった（会
計検査院 2006）。また，清成（2009, 111）では
高度化事業の共同化について「資本量は共同化
により拡大する。（中略）そのような企業がいか
に多数集まっても人的経営資源は蓄積されない」
として，非財務的視点からのマネジメント支援
が不十分であった点の指摘がなされている 7。こ
のように当時の高度化事業の実行段階において
は財務指標の活用が重視され，BSC のような
人材面・教育面などに配慮した非財務指標を活
用した管理会計の貢献は確認できなかった。

一方，施策の効果測定については，戦後復興
期における診断・指導施策同様，高度化事業の
実施件数や高度化資金の貸付金残高の把握など
にとどまり，施策そのものが評価されることは
なかった。高度化資金貸付の不良債権化が全国
的な問題になって以降，高度化事業も債権の回
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収に重点が移ったが，高度化事業の抜本的な見
直しには至らなかったのである 8。したがって，
施策の効果測定にあたっての管理会計の貢献も
確認できなかった。

４　中小企業基本法の抜本改正と
新たな管理会計の貢献

4.1　やる気と能力ある中小企業の支援と
　　診断・指導の外部化

1990 年代に入り，旧基本法が前提としてき
た中小企業をめぐる環境にも変化が生じてきた。
第 1 に企業数の減少である。バブル経済の崩壊
以降，廃業率が開業率を恒常的に上回る状態に
なり，「過小過多」を要因とする中小企業問題
を解決するための旧基本法の前提が崩れたので
ある。第 2 に中小企業の多様性の増大である。
企業の格差問題も企業間の格差以上に中小企業
間の多様性が目立つようになり，格差の実態の
意味が変容してきた。こうして「中小企業の過
小過多という画一的な中小企業像を前提とした
格差是正という政策理念とこれに基づく政策体
系は，もはや現実に適合しない」状態となった
のである（中小企業庁 2000, 418）。

こうした中小企業をめぐる環境変化を背景
に 1999 年，新基本法が成立した。新基本法第
3 条の基本理念では「中小企業は多様な事業の
分野において特色ある事業活動を行い，多様な
就業の機会を提供し，個人がその能力を発揮し
つつ事業を行う機会を提供することにより我が
国経済の基盤を形成するもの」と中小企業を位
置づけた。新基本法の下では，特定の問題を中
小企業問題として認識することなく，基本理念
を大企業と中小企業の格差是正から，やる気と
能力ある中小企業の支援に転換させたのである。
特に，第 12 条「経営の革新の促進」，第 13 条「創
業の促進」は新基本法を象徴する重要な条文と
なった。

また，新基本法の成立で基本理念とともに大
きく変化したのが政策の担い手である。これま
で中小企業政策の中核の１つであった診断・指
導について，国や都道府県が中小企業に対して
上から指導を行う方式を改め，中小企業の経営
資源の確保を支援する中小企業支援法を制定し
て民間能力を積極的に活用する形に大きく転換
した 9。これまで，中小企業庁が主導して国や
都道府県自らが中小企業のコンサルティング機
能を担ってきたが，こうした機能を民間組織に
外部化したのである。

診断実施機関も従来の都道府県から都道府県
中小企業支援センター等に移管され，コンサル
ティングも都道府県の公務員による診断・指導
から，中小企業診断士等の民間事業者の活用に
よる経営支援へと転換した。東京都の例でみる
と 2001 年に都指導所が廃止され，㈶東京都中
小企業振興公社に事業を移管した。

4.2　地域中小企業応援ファンドと経営支援 
機関による経営支援

新基本法の下，多様で活力ある中小企業の成
長発展を促進する主な施策として，創業・ベン
チャー支援として新創業融資制度，経営革新支
援として経営革新支援事業，新たな事業活動支
援として新連携の支援や地域中小企業応援ファ
ンド（以下「応援ファンド」という）などがあ
げられる。これらの新たな施策の中から，新基
本法下の施策の特徴の１つでもある「地域」を
切り口とした施策 10 であり，前述した高度化
事業のように資金支援と経営支援が一体となっ
た施策である応援ファンドを事例に，経営支援
の外部化の状況を確認していきたい。

応援ファンドは地域において新事業展開を図
ろうとする中小企業等が，国や都道府県が一体
となって組成するファンドによる資金供給と経
営支援を受ける事業である。機構と都道府県が
一体となって，都道府県の財団などのファンド
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運営管理者に貸付を行ってファンドを組成し，
ファンド運営管理者はその運用益によって地域
資源を活用した中小企業の新たな取組みに対し
て助成を行う。その際，助成内容は各都道府県
により異なる。

応援ファンドを希望する中小企業の助成金交
付までの手順は，①申請書の作成と提出，②書
類審査，③面接審査，④総合審査，⑤助成対象
者決定，⑥事務手続き説明会，⑦遂行状況報告，
⑧中間検査，⑨実績報告，⑩完了検査，⑪助成
金交付，である。各都道府県は①から⑤までの
プロセスでやる気と能力ある中小企業を選別し，
その後の経営支援は地域応援ナビゲータに委ね
ることになる。

応援ファンドにおいて，国や都道府県は事業
スキームの提供と資金の供給，助成対象者の選
定のみを行い，旧基本法下の中小企業支援施策
のように国や都道府県自らが診断・指導を行う
ことはない。したがって，工場診断や高度化事
業のための診断の際に利用された，全国一律の

『診断要領等例規集−企業診断・指導のための
ハンドブック−』のような，経営支援のための
手引書も示されなくなった。

そして，こうした経営支援は助成対象者の可
能性ある取組みを確実に事業化して地域活性化
につなげるため，事業の立ち上げから販路開拓
までを継続的に支援する地域応援ナビゲータを
各地に配置して行われる。この地域応援ナビ
ゲータとなる組織は，都道府県中小企業支援セ
ンターや商工会，商工会議所，中央会等の組織
である。

4.3　新基本法の多様な施策と管理会計の貢献
可能性

新基本法の下では従来のように中小企業問題
が具体的に示されることはなく，政策の担い手
も国や都道府県から民間を中心とする経営支援
機関に転換した。経営支援のための具体的手法

が国や都道府県から示されることもなくなり，
中小企業支援施策の具体的な経営支援は民間
の経営支援機関に委ねられることになった。そ
のため中小企業支援施策の具体的な実行場面で，
管理会計の貢献を国や自治体が直接確認するこ
とは困難となった。

もちろん，中小企業支援施策の実行にあたっ
て管理会計手法の活用は当然に考えられる。た
とえば，応援ファンドにおける実施計画書や助
成事業資金計画書の立案や実行にあたって，予
算管理や設備投資の経済計算などが必要になる
が，これらは助成対象者自身や地域応援ナビ
ゲータなど経営支援機関によって行われること
になったのである。

一方，施策の効果測定場面での管理会計の貢
献について，たとえば東京都で実施する応援
ファンドの事業評価では，申請された助成事業
の採択率や助成金の使途などの実績把握に加え，
採択件数と採択額に関する計画値・実績値との
比較，助成事業者の短期的（3 年以内）および
長期的（10 年程度）売上達成度の把握など一
部ではあるが効果測定が行われている 11。しか
し，応援ファンドを実行する実施主体別の効果
測定などは行われていない。

前述したように応援ファンドでは国・都道府
県，経営支援機関，助成事業者である中小企業
の三者が実施主体となるが，それぞれが果たす
べき目標達成のための管理指標の提示と効果測
定が必要となろう。応援ファンドの事例では「助
成事業の売上高／都道府県の助成金予算額」を
最大化することが施策の目標となる。この「助
成事業の売上高／都道府県の助成金予算額」は，
助成事業者の管理指標としての「助成事業の売
上高／助成金実際支給額」，経営支援機関の管
理指標として「助成金実際支給額／助成金決定
額」，都道府県の管理指標として「助成金決定
額／都道府県の助成金予算額」に分解可能であ
り，三者それぞれの効果測定をしていくことも
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可能といえる。
このように転換期を迎えた新基本法の下での

管理会計の貢献は，中小企業支援施策の実行場
面から効果測定場面に，その重点が移行してい
るものと考えるのである。

５　おわりに

本稿では，中小企業政策の基本理念の見直し
に応じて認識された中小企業問題を確認し，そ
の問題解決のために実施された代表的な中小企
業支援施策を取りあげ，その実行や効果測定の
場面での管理会計の貢献について考察した。こ
れらをまとめたものが図表 2 である。

戦後復興期には中小企業の未熟な経営管理手
法という中小企業問題に対して，主に診断・指
導を通じて個別中小企業の経営管理能力向上を
支援して政策理念を達成しようとした。その際，
中小企業経営に原価計算手法の導入を促した点
が管理会計の貢献といえる。

高度成長期から安定成長期にはこうした個別
中小企業に対する診断・指導に加え，中小企業
と大企業の格差の存在という中小企業問題に対
して，集団化と共同化を伴う高度化事業を活用

した設備投資とそれを経営面から支える診断・
指導を通じて中小企業の生産性向上を支援し，
格差是正という政策理念を達成しようとした。
その実行にあたっては，予算管理や設備投資の
経済計算をはじめとする管理会計手法が用いら
れた点から，管理会計の貢献が明らかになった。

このように中小企業庁が設置されたあと旧基
本法が運用されていた時代には，中小企業支援
施策の実行にあたって管理会計の貢献が見られ
た。具体的な管理会計手法の診断・指導への活
用については『診断要領等例規集−企業診断・
指導のためのハンドブック』にも詳細に記され
ていた。しかし，転換期を迎え 1999 年に抜本
改正された新基本法ではその基本理念とともに
政策の担い手が大きく転換され，従来の中小企
業政策の中核の１つであった診断・指導機能が
国や都道府県から民間機関へと外部化された。
その結果，中小企業施策の実行場面での管理会
計の貢献が確認しにくくなった一方，施策の効
果測定の場面での管理会計の貢献が強く求めら
れてきている。

なお，こうした中小企業政策の変化を受けて，
支援対象となる中小企業自体の意識変革も必要
である。新基本法の下では，中小企業は自己責

図表２　中小企業政策の変遷と管理会計の貢献

管
理
会
計
の

貢
献

時　代 戦後復興期 高度成長期
      ～安定成長期 転換期　～　現　在

中小企業問題 ・未熟な経営管理手法 ・付加価値生産性の低さ ・特定しない

中小企業政策の
基本理念

・健全な中小企業の育成 ・中小企業と大企業の格差
　是正

・やる気と能力ある中小
　企業の支援

中心的な施策・事業
・診断・指導 ・中小企業高度化貸付制度

・設備近代化の促進
・新創業融資制度
・経営革新支援事業
・地域中小企業応援ファンド

施策実行場面 ・原価計算手法の導入 ・設備投資の経済計算，予
　算管理など

・（実施されているが）確
　認が困難

効果測定場面 ・確認できず ・確認できず ・一部実施。今後，貢献の
　可能性あり

出所：筆者作成



23中小企業会計研究　第２号（2016）

中小企業政策の変遷と管理会計の貢献

任に基づく経営の革新や創業への取組みなどの
自助努力が求められる。同時に，こうした自助
努力を支援する民間の経営支援機関の積極的な
活用が欠かせない。たとえば，中小企業経営を
支援するための補助金制度には国の認定支援機
関による，当該補助金に係る事業の正当性を評
価し妥当性を確認する確認書の提出を求められ
るケースが多い。認定支援機関の多くが信用金
庫をはじめとする金融機関や商工会議所，税理
士であるが，これら認定支援機関との密接な連
携のもとで施策活用にとって有効な管理会計手
法の導入研究を進めることも重要と考える。

新基本法下での中小企業支援施策では，施策
を立案し実行する国や自治体，施策を活用する
中小企業，中小企業を支援する経営支援機関が
一体となって施策の効果を生み出せるよう，そ
れぞれの実施主体の管理指標の設定と効果測定
が必要となり，こうした場面での管理会計の貢
献が期待されている。こうした施策の効果測定
については，中小企業支援施策の評価を国や自
治体が行う行政評価システムの中に組み入れて
いくことが必要ではないかと考えるが，この点
については今後の研究課題である。また，同じ
中小企業支援施策に対する都道県別や経営支援
機関の違いによる効果測定についても今後の研
究課題としたい。

（注）

１　本稿での中小企業の定義は，1999 年の中小企
業基本法抜本改正後の定義によっている。すな
わち，製造業等では資本金 3 億円以下または従
業員 300 人以下，卸売業では資本金 1 億円以下
または従業員 100 人以下，小売業では資本金 5
千万円以下または従業員 50 人以下，サービス業
では資本金 5 千万円以下または従業員 100 人以
下の企業である。改正に至る中小企業者の範囲
についての基本的考え方および見直しの方向に
ついては中小企業庁編（2000，128-132）を参照
されたい。なお，1963 年の中小企業基本法にお

ける中小企業の定義は，製造業等では資本金 5
千万円以下または従業員 300 人以下，商業・サー
ビス業では資本金 1 千万円以下または従業員 50
人以下の企業とされた。その後の物価上昇や業
種区分の見直しに伴う 1973 年の改正において，
製造業等では資本金 1 億円以下とするほか，商
業を細分化して卸売業では資本金 3 千万円以下
または従業員 100 人以下，小売業・サービス業
では資本金 1 千万円以下または従業員 50 人以下
と定義された。

２　自治体の管理会計研究には，全庁的な政策事
象を一括して管理評価するモニタリング評価に
関する研究と，ある１つの特定の事業を対象と
して徹底的に掘り下げて詳細に把握して改善に
結びつける特定評価に関する研究に大別される。
前者の研究として松尾（2003，2006），宮本（2003，
2005），藤野（2007）などがある。また，後者の
研究としては大住監・INPM 編（2003），稲沢監・
INPM 編（2004）などがある。

３　本稿の診断・指導および経営支援に関する記
述は，筆者の東京都商工指導所における 1982 年
から 1999 年（中小企業基本法改正前）に実施し
た事業，ならびに㈶東京都中小企業振興公社に
おける 2000 年以降（中小企業基本法改正後）現
在までに実施した事業に基づいている。

４　中小企業庁編（1963，41-43）において重点施
策としてあげられたのは，①設備近代化の促進，
②研修制度の創設と中小企業診断・指導事業の
強化拡充，③業種別の近代化計画の促進と中小
企業高度化貸付制度，④商工会・商工会議所に
よる経営改善普及事業，⑤中小企業投資育成会
社の設立，⑥中小企業金融公庫に対する出資や
融資，⑦職業紹介や職業訓練事業の拡充強化の 7
施策である。

５　1963 年に制定された中小企業近代化促進法で
は，経済政策上特に近代化が必要な業種を指定
し，指定された業種の近代化を重点的に推進し
た。このため高度化事業も同じ業種や関連の深
い中小企業者の組合組織等により進められたの
である（中小企業近代化促進法第 3 条（中小企
業近代化計画）を参照）。

６　筆者は東京都三鷹市の協同組合三鷹ハイテク
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センターに対する高度化事業の実施にあたって，
1986 年 6 月から 1987 年 3 月の計画診断，1989
年 4 月から 1990 年 3 月の運営診断に東京都の診
断担当者の一人として参画した。同事業への参
加企業は 20 社（計画時），総投資規模は 24.6 億
円（計画時）である。計画診断時の管理会計の
主な貢献は，同協同組合および参加企業の投資
計画，資金調達計画および貸付を受けた高度化
資金の償還計画の策定場面である。投資計画で
は協同組合および参加企業の収益性や成長性の
分析に基づき，投資利益率法などを活用して投
資規模や高度化資金以外の資金調達先を決定し
た。また，高度化資金の償還期間が 15 年（当
時）にわたるため，当該期間における協同組合
および参加企業の要返済借入金，要返済期間や
要返済額について償還計画を策定した。同時に，
協同組合および参加企業の事業計画，共同施設
維持管理事業や共同受電事業など共同事業の収
支予算などの策定を行った。さらに，工場建設
が終了し協同組合および参加企業が入居終了後
の運営診断では，こうした計画診断時に策定し
た事業計画や予算の実施状況について，予算・
実績管理を行って運営状況を確認した。こうし
た診断内容の詳細は，東京都商工指導所『中小
企業高度化事業計画診断勧告書 工場共同利用事
業（協同組合三鷹ハイテクセンター）』1987 年 3
月，および同所『中小企業高度化事業運営診断
勧告書 工場共同利用事業（協同組合三鷹ハイテ
クセンター）』1990 年 3 月で記述されているが，
いずれも非公開である。なお，同協同組合の設
立および建物建設工事終了までの経緯について
は，参加企業が著した協同組合三鷹ハイテクセ
ンター編（1991）で詳述されているので参照さ
れたい。

７　1972 年 8 月の中小企業政策審議会の意見具申
において中小企業の知識集約化等が提唱された
のに伴い，従来の設備近代化や企業規模の集約
化などハード面への支援に加え，市場動向の調
査・情報収集やデザイン開発等知識集約化に重
点を置いたソフト面への支援の方向性が示され
た（中小企業庁 1973，263‐278）。しかし，知識
集約化に係る施策の実行や効果測定の場面での

管理会計の貢献は確認できなかった。
８　高度化事業の問題点と課題については，山北
（2013）を参照されたい。

９　中小企業基本法の全面改正にともなって，
1963 年に公布された中小企業指導法は 2000 年に
中小企業支援法に改正された。

10　1999 年に中小企業近代化促進法が廃止されて
中小企業経営革新支援法に切り替えられたこと
を契機に，高度化事業など「業種」を切り口に
した施策が後退し，「地域」を切り口にした課題
に対応する施策へと転換している。

11　地域中小企業応援ファンドの事業評価の実際
と BSC による業績評価の可能性については山北

（2011）を参照されたい。
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　　　　　本稿は，東北税理士会所属の税理士のうち，岩手県，宮城県，福島県の税理士会に所属す

る税理士 1,715 人に対して行った 2014 年度のアンケート調査について，会計に関する質問を中心に分

析を行った。

本アンケート調査では，回帰分析の結果において会計は経済状況の変化の主要な因子にはなっていな

いが，個別の質問において会計の有用性が確認できた。会計の有用性については，融資だけでなく，事

業計画や経営が意識されたとの回答が多くあった。

また，「中小企業の会計に関する指針」（以下，「中小会計指針」）は，「中小企業の会計に関する基本要領」

（以下，「中小会計要領」）の公表があったにもかかわらず，以前と比較しても利用割合の大きな差異はな

かった。中小会計要領は，中小会計指針と比較し利用割合が高く，一定の普及がなされたものと思われる。

しかし，利用状況について，利用する会計ソフトにより区分して分析したところ，利用の程度に差異が

確認された。今後の普及を考えるのであれば，普及の進んでいないところにも利用を促す必要がある。

また，中小会計要領については，メリットとして融資関係の指摘が多いが，実態把握等の会計本来の

機能の指摘もあった。また，デメリットとして，銀行等の責任回避の指摘があり，融資する銀行等の金

融機関の側における中小会計要領の利用方法にも課題が存在する可能性がある。

今後は，中小企業に適用可能な会計制度の普及を進める必要があるものと思われるが，本研究で確認

された現状の普及の偏りや感じられているデメリットの解消を検討する必要がある。

※本稿は査読済み論文です（2016年３月31日決定）。

キーワード

論文要旨

　　　　　東日本大震災，中小会計要領，アンケート調査，中小企業，税理士

金　子　友　裕（東洋大学准教授）

中小企業会計の実態と課題
―税理士アンケートに基づいて―

１　はじめに

被災地における中小企業の経済的状況の概要
を把握するため，2011 年度，2012 年度，2014
年度の 3 度にわたり，東北税理士会所属の税理
士に対しアンケート調査を行った。これらの一
連のアンケート調査において，復旧・復興に果
たす会計の役割に関する質問や 2012 年度およ

び 2014 年度アンケート調査の中で「中小企業
の会計に関する指針」（以下，「中小会計指針」
とする）や「中小企業の会計に関する基本要領」

（以下，「中小会計要領」とする）の利用状況等
の質問を行っている。本稿では，2014 年度のア
ンケート調査の結果を中心に分析を行い，中小
企業における会計の役割，中小企業会計制度に
内在するメリットやデメリットを明らかにする。
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２　2014 年度アンケート調査の
概要

2.1　調査方法等
2014 年度アンケート調査 1 は，東北税理士

会所属の税理士のうち，岩手県，宮城県，福島
県の税理士会に所属する税理士に対し，郵便に
よる発送・回収の方法により実施した。アンケー
ト調査の調査対象・方法等の詳細は図表 1 の
通りである。

2.2　2014 年度アンケート調査における経済
状況の変化

2014 年度アンケート調査の結果のうち，経
済状況の変化に関する概要については次のよう
な結果となっている。

まず，経済状況に関しては，2012 年度のア
ンケート調査では，被災 3 県はわずかながら経

済状況が良くなっており，復旧・復興に向かっ
ているとの結果であった 2。しかし， 2014 年度
アンケート調査では，図表 2 の通り，税理士
は震災前と比較しても復旧・復興を果たしたと
は感じられていない傾向にもかかわらず，この
1 年間で経済状況が悪化していると考えている
割合が多くなっている。

　
2.3　経済状況を悪化させている因子の分析

2.2 では，この 1 年は経済状況が悪化してい
ると感じられており，この原因を分析するため，
次のような回帰分析 3 を行った。

この1年の経済状況の悪化　
 ＝復興特需＋復興特需以外の売上＋融資等
　＋原子力被害＋税制＋会計

　回帰分析の結果は，図表 3 の通りである。
この結果では，経済状況の悪化の主要な原因

は，復興特需以外の売上の減少，原子力被害，

図表１　2014年度アンケート調査の概要

調査対象

アンケート票の配布

アンケート票の回収

回収率 ・24.9％（24.8％）

・東北税理士会所属の税理士のうち，被災３県（岩手県・宮城県・福島
　県）に所属する税理士

配 布 日
配布方法
配 布 数
回収期日
回収方法
回 収 数

・
・
・
・
・
・

：2015年１月６日
：郵送配布
：1,713通（1,715通配布，２通住所不明）
：2015年１月19日
：東洋大学金子友裕研究室へ郵送回収
：426通（無効：１通，有効回答：425通）

図表２　経済状況の変化

１全くしていない
２ほとんどしていない
３あまりしていない
４やや復旧・復興した
５ほぼ復旧・復興した
６復旧・復興した

16
84
130
140
43
3

3.29

１非常に悪くなった
２悪くなった
３やや悪くなった
４やや良くなった
５良くなった
６非常に良くなった

問12　復旧・復興の進捗（震災前と比較） 問13　１年前と比較した経済状況の変化
0
49
157
189
13
1

3.41平　均 平　均
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復興特需の減少，融資等となっている。復興特
需以外の売上が因子に含まれ，かつ，強い影響
力を有することから，復旧・復興に向けた動き
の停滞（悪化）は，一時的ではないものと考え
られる。

そもそも，経済状態が震災前に戻っていない
ままであるのに，復旧・復興が停滞（悪化）し
ている状況と考えられ，元通りに戻す（復旧）
だけでなく，更なる発展（復興）をするために
は，抜本的な対策を継続して講じていく必要性
があると考えられる。

３　中小企業会計に関する分析

3.1　復旧・復興に会計の果たした役割
図表 3 の回帰分析の結果から，会計は復旧・

復興（2014 年度は経済状況の悪化）の主要な要

素ではない。しかし，図表 4 のように，個別の
質問からは一定の有用性が指摘されている 4。

どのような観点から会計の有用性を感じてい
るかを分析するため，会計の果たした役割につ
いて「どのように役立っているか」との質問（記
述）を行っており，この回答を用いて分析を行っ
た。回答されたコメント（テキスト情報）の傾
向を分析するため，テキストマイニングソフト 5

を用いて階層別クラスター分析の方法により分
析を行った。この結果は図表 5 のようになっ
ており，融資や補助だけではなく，事業計画や
経営が意識されており，現状の把握に会計の果
たした役割が感じられていることが多い傾向に
ある。

3.2  中小会計指針および中小会計要領の利用状況
まず，中小会計指針の利用状況は，図表 6

図表３　被災3県の経済状況を悪化させた因子の回帰分析

（定数）
復興特需以外の売上
原子力被害
復興特需
融資等

標準化されていない係数

＊因子の投入は，ステップワイズ法によっている。

B
1.371
.258
.125
.126
.121

標準誤差
.222
.046
.036
.034
.040

標準化係数
ベータ

.297

.181

.186

.160

ｔ値 有意確率

6.190
5.640
3.455
3.648
3.040

.000

.000

.001

.000

.003

図表４　問19「会計は役に立っていると思いますか」の回答集計

１．全く役
に立ってい
ない

２．ほとん
ど役に立っ
ていない

３．あまり
役に立って
いない

４．多少役
に立ってい
る

５．役に立
っている

６．大いに
役に立って
いる

10■問19 39 83 108 116 25

120

100

80

60

40

20

0

Ｎ＝381
平均≒3.93
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のようになっている。
2012 年度アンケート調査では平均≒ 3.78 で

あり 6，2012 年度も 2014 年度も概ね同様の割
合であった。なお，2014 年度のアンケート調
査表作成時においては，2012 年 2 月の中小会
計要領の公表により，中小会計指針の利用は
大きく減少するものと想定していた。しかし，

2014 年度アンケート調査の結果は，この想定
を覆すものであった。

自由記述に関する分析によると，金融機関か
らの融資に中小会計指針のチェックリストの要
請がある等の指摘があり，これらが中小会計指
針の利用を減少させなかった理由と考えられる 7。

次に，中小会計要領の利用状況は図表 7 の

図表６　問20「中小会計指針の会計処理やチェックリストの利用」の回答集計

１．全く利
用してない

２．ほとん
ど利用して
ない

３．あまり
利用してな
い

４．多少利
用している

５．利用し
ている

６．大いに
利用してい
る

36■問20 57 49 120 120 37

120

100

80

60

40

20

0

Ｎ＝419
平均≒3.81

図表５　会計が果たした役割に関する階層別クラスター分析

請　　求
賠　　償
作　　成
決　　算
経　　営
事　　業
計　　画
資　　料
融　　資
補　　助
企　　業
銀　　行
復　　興
復　　旧
資金繰り
震　　災
資　　金
会　　計
会　　社
数　　字
現　　状
把　　握
状　　況
投　　資
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ようになっている。図表 6 の中小会計指針と比
較 8 すると，中小会計要領の方が利用の割合が
大きくなっており，公表後一定の普及が進んで
いることが見てとれる。しかし，中小会計要領
は，中小会計指針と比べて「簡便な会計処理を
することが適当と考えられる中小企業を対象に，
その実態に即した会計処理のあり方を取りま
とめるべきとの意見を踏まえ」（中小会計要領，
Ⅰ 1 ⑵）たとされている 9。このような公表の
経緯からすると，中小会計要領の普及は一定程
度見られるが，より多くの中小企業への普及が
可能な状態にあるものと思われる。そこで，中
小会計要領の普及に障害となっている可能性の
ある要因を検討する。

3.3　中小会計要領の課題
3.3.1　中小会計要領の普及における偏り

まず，中小会計要領の普及の現状をさらに詳
細に把握するため，中小会計要領の利用状況を，
税理士が利用する会計ソフトごとに区分した
データとクロス集計を行った。この結果が，図
表 8 である。

ここで，TKC とそれ以外に区分 10 した t 検
定の結果では 1％水準で有意となる 11。つまり，
平均の差を考慮すれば，TKC の会計ソフト利
用者は，それ以外と比較し，有意な差をもって
利用の程度が高くなっているといえる。

このことは，中小会計要領の普及という観点
からは，TKC の会計ソフト利用者が普及を牽

図表７　問21「中小会計要領の会計処理やチェックリストの利用」の回答集計

１．全く利
用してない

２．ほとん
ど利用して
ない

３．あまり
利用してな
い

４．多少利
用している

５．利用し
ている

６．大いに
利用してい
る

27■問21 53 61 112 105 55

120

100

80

60

40

20

0

Ｎ＝413
平均≒3.92

図表８　利用する会計ソフトごとの中小会計要領の利用状況

中小会計要領の利用

回答総数 平　均

＊使用する会計ソフトについて，複数の会社の記入があったものは多重に集計している。

１．全く利
用してない

２．ほとん
ど利用して
ない

３．あまり
利用してな
い

４．多少利
用している

５．利用し
ている

６．大いに
利用してい
る

１．TKC
２．JDL
３．MJS
４．ICS
５．エプソン
６．その他

2
1
3
2
4
12

5
6
16
8
9
8

17
9
8
7
7
16

30
19
27
10
10
18

33
19
18
8
15
23

34
8
7
3
4
7

121
62
79
38
49
84

4.56
4.17
3.78
3.61
3.71
3.63
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引しているが，それ以外の会計ソフト利用者に
ついては TKC の会計ソフト利用者程は普及し
ていないことを表している。TKC の会計ソフ
ト利用者に対する更なる普及だけでなく，それ
以外の会計ソフト利用者への普及が重要になっ
ていることを示している。

TKC は，会計ソフトだけでなく，総合シス
テムとしてサービスを税理士に提供する組織で
あり，中小会計要領の普及に関する取組みもそ
の一環として行われるものであると思われる。
この点では，TKC も営利目的の組織であろう
から，安易に TKC 以外にサービス提供するこ
とは自身の利益を損なうという考え方もあるも
のと思われる。しかし，一般に利用される実態
が伴ってこそ，「一般に公正妥当と認められる
企業会計の慣行」（会社法 431 条，614 条）と
なる考え方 12 もあり，中小会計要領も一般に
利用され「慣行」と認められることが重要であ
ると思われる。このような観点からは，中小会
計要領を普及することが中小企業を取り巻く全
体の利益につながるものと考えて，組織等の垣
根をこえて取り組んでもらいたい。

3.3.2　中小会計要領のメリットとデメリット

3.3.1 では，税理士が利用する会計ソフトに
よる中小会計要領の普及程度の差異を分析した
結果，普及の程度に差異が存在することを示し
た。しかし，どの会計ソフトを利用していると

しても，「全く利用していない」や「ほとんど
利用していない」の回答も存在し，中小会計要
領の利用に理解を示さない回答も存在している。
このため，ここでは，中小会計要領の普及が進
まない理由を明らかにするために，中小会計要
領のメリットとデメリットを分析し，中小会計
要領の普及に関する課題を検討する。

まず，中小会計要領のメリット 13 とデメリッ
トに関して，記述による回答を求めた質問を
行っている。この記述による回答について，記
述内容から分類を行ったものが図表 9 である。

ここでは，メリットとしては融資関係に関す
るものが多く指摘されている 14。他にも，実態
把握や比較可能性等の会計本来の機能について
も指摘があり，中小会計要領の公表の趣旨に合
致したメリットを感じている税理士も多くいる
ことが確認できる。一方，デメリットには，実
態を示さないことや税務優先を指摘するもの
が多く，銀行等の責任回避に中小会計要領の
チェックリストが利用されているとの指摘も
あった。このように，デメリットとしては，中
小会計要領の簡便な処理による限界 15 や税務
と企業会計の距離感という問題に加え，銀行等
の金融機関における中小会計要領の利用方法に
も課題があることを示している。

この分類において特徴的な点として，図表 9
において矢印で示したように，メリットとデメ

図表９　中小会計要領のメリットとデメリット

メリット
34
13
9
8
7
5
3

融資に役立つ（融資条件・金利）
実態把握に役立つ
融資に役立つ（保証）
会計の向上
比較可能性・統一基準によること
経営者・企業の理解向上
簡便・利用しやすい

デメリット
6
6
5
3
3

実態を示さない
税務優先・税務との乖離
銀行等の責任回避
詳細過ぎ
指針の方が良い

＊メリットとデメリットとともに，１つの回答から多重に集計している。
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リットに反対の内容 16 が含まれることである。
同じ中小会計要領に対して，このような反対の
内容の回答が生じたのは，回答者である税理士
の業務に関し中小企業の規模や業種の多様性が
あること，税務中心の実務の影響，税理士の質
にも差異が存在する可能性等が考えられる。

また，中小会計要領は中小企業会計制度の一
翼を担うものであり，中小会計要領の利用者が
記帳の重要性を理解し，経営実態の把握に役立
てる等の会計の本質的な役割を果たすために，
中小企業の実態を考慮した設計とされている 17。
このような観点からは，チェックリストの利用
による融資に関する優遇等の普及策という直接
的なメリットというだけでなく，中小企業にお
ける会計の重要性そのものを啓蒙する動きが重
要であると思われる。

４　おわりに

本稿では，東北税理士会所属の税理士に対す
るアンケート調査の結果 18 から，検討を行っ
た。まず，被災地における経済状況の変化の分
析を行った。ここでは，被災地では震災前の状
況まで復旧・復興が進んでいないにもかかわら
ず，この一年間は経済状況がさらに悪化してい
るという結果になっていた。この経済状況の変
化の主要な原因は，復興特需以外の売上の減少，
原子力被害，復興特需の減少，融資等との結果
になっている。

会計については，経済状況の変化に影響を与
える主要な因子にはなっていないが，個別の質
問からは一定の有用性が感じられていることが
確認できた。なお，全体としては一定の有用性
が見出せるが，会計の有用性について「全く役
に立っていない」や「ほとんど役に立っていな
い」という回答も存在し，税理士の中には，会
計に関して有用性を感じていない割合が若干で
あるが存在する。税務業務を中心にする税理士

の経営方針等の理由もあるものと思われるが，
現在の中小企業会計制度が税理士の中で十分な
関心が得られていない可能性もある。

また，中小会計指針は，中小会計要領公表後
も以前と同様の利用割合が観察され，実務的に
は利用が継続されていた。中小会計要領は，中
小会計指針と比較すると，より多くの利用がさ
れており，一定の普及が進んでいる。しかし，
中小会計要領の利用には偏りが確認され，普及
という観点からは利用の進んでいないところに
も啓蒙 19 が必要であると思われる。

そして，中小会計要領のメリットとデメリッ
トでは，「実態把握に役立つ」という内容の回
答と「実態を示さない」という内容の回答とい
う正反対の内容の回答が見受けられた。中小会
計要領という中小企業会計制度の宿命で，一般
目的の会計制度（会計基準）であるが故に，多
様な実態を有する中小企業の全てに完全な合致
をしないという側面もあろうと思われる。ただ
し，これと同時に，利用する税理士にも，会計
を重要に考える税理士だけでなく，会計に関心
のない税理士の存在も考えられ，税理士の能力
や重要と考える業務における差異の存在が，こ
のような正反対の回答が生じる要因となってい
る可能性があるものと思われる。中小会計要領
の特徴を把握した上で，効果的に利用できるよ
うな啓蒙活動 20 が重要であると思われる。

なお，本稿では東日本大震災からの経済状況
の把握という観点からの研究と中小企業の実態
把握という観点からの研究という 2 つの視点か
ら分析を行っている。このため，中小企業にお
ける会計の役割を検討するという観点からは，
本稿で用いたデータに特殊性（東日本大震災か
らの復旧・復興という観点や東北地方という特
性）を有するという可能性があり，この点の検
証が残された課題となっている。つまり，本稿
で用いたデータは，復旧・復興への利用という
点でメリットやデメリットが明らかになりやす
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中小企業会計の実態と課題

いという傾向が考えられるが，反面，平常時と
の差異や日本全体での利用状況の差異等の有無
や差異がある場合の影響等の追加的な検証が必
要であると思われるが，これらは残された課題
となっている。

（注）

１　2011 年度および 2012 年度のアンケート調査の
概要等については，金子（2013a），金子（2013b），
金子（2013c）を参照されたい。なお，2011 年度
および 2012 年度では，東北 6 県全ての東北税理
士会所属税理士にアンケート調査を行っている
のに対し，2014 年度では，震災後の時間経過と
ともに変化していると考えられる問題事項の調
査という観点から，被災 3 県（岩手県，宮城県，
福島県）へのアンケート調査となっている。

２　金子（2013c，137）参照。
３　この回帰分析に用いたデータは，本アンケー

ト調査におけるそれぞれに該当する質問項目の
回答に基づいている。

４　2012 年度アンケート調査においても同様の回
帰分析を行っているが，ここでも会計は主要な
要素にはなっていない。また，2012 年度におい
ても，個別の質問では会計の有用性の指摘があ
るという点でも同様の結果となっている（金子 
2013c，138-139）。

５　階層別クラスター分析には，テキストマイニ
ングソフト「KH Coder」を用いて，対象を名詞
に限定して分析を行っている。なお，図表 5 では，
図表の左側で単語の出現数，右側で単語間のつ
ながりを示している。

６　2012 年度アンケート調査の対象（東北 6 県）
のうち，2014 年度と同じ対象となるように岩手
県，宮城県，福島県のデータを抜き出した割合
である。

７　中小会計要領は，中小会計指針はハードルが
高いと考える中小企業において利用されている
可能性も考えられる。

８　中小会計指針と中小会計要領の具体的な差異
については，佐藤（2012, 33-38）等を参照。

９　また，中小会計指針の適用が想定される「会

計参与設置会社は，発足後 6 年余りを経過して
も 2,000 社にも及ばず，全会社数約 250 万の 0.1％
にも達しない」（品川 2012，18）等の指摘がある。

10　この検定では，会計ソフトについて，TKC の
利用とそれ以外に区分にしており，複数の会計
ソフトの記入があった場合には多重処理はして
いない。

11　t- 検定の結果は，次の通りである。

　
12　「企業会計の基準が，慣習法あるいは商慣習と

いえるほどの『慣行』を成文化したものではな
い場合には，ただちに強い規範性を認めにくい
ともいえそうである」（弥永 2013，47）との指
摘がある。

13　中小会計要領の有用性について，税理士への
インタビュー調査を行った結果を整理・検討し
たものとして，櫛部（2015）がある。

14　たとえば，「日本政策金融公庫中小企業事業
では，『中小企業会計活用強化資金』のご融資を
通じて，『中小企業の会計に関する基本要領』等
に従った会計処理を行うみなさまの経営力や資
金調達力の強化のお手伝いをさせていただいて
おります。」（日本政策金融公庫 http://www.jfc.
go.jp/n/finance/search/63.html）とし，特別利率
での融資が行われている。また，「『中小企業の会
計に関する基本要領』の適用に関するチェックリ
ストを利用した金融商品を取扱う金融機関」とし
て，東日本銀行等の金融機関の紹介（中小企業
庁ホームページ http://www.chusho.meti.go.jp/
zaimu/youryou/sien/kinyukikan.htm）がある。

15　簡便な処理という観点以外にも，「相当な減
価償却」という概念が任意償却を連想させ，企
業の経済実態を表さなくなると考えている可能

図表10　◯◯◯

それ以外

ｔ検定の結果

平　均
分　散
観測数

仮説平均との差異
自由度
ｔ

P（T<=ｔ）片側

TKC
4.561983
1.548209

121
0

284
6.231082

0.0000000008.34

3.648084
2.501596

287
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性も考えられる。なお，「相当な減価償却」につ
いては，「経営状況によって償却を任意に行うよ
うなことは，相当性が認められる余地はないと
考えられる。この点，法人税法において，各事
業年度の償却限度額の範囲内であれば，任意に
償却を行うことが可能となっていることとは異
なっている」（荒井 2012，154）と説明されている。

16　たとえば，「簡便・利用しやすい」については，「中
小企業の実体に応じて，簡略化されており，利用
し易い」等のコメントがなされ，「詳細過ぎ」に
ついては，「あまりにも画一的に，細部まで統制
されており，企業本来の選択自由の任意性が阻害
されており不便」等のコメントがなされている。

17　「『中小会計要領』の理論的前提は，大企業と
中小企業の属性の相違である。企業属性の相違
は，結果的に，大企業と中小企業の「会計慣行」
の相違をもたらすことから，中小企業の属性に
見合った会計基準（「中小会計要領」）を制定化
することが，計算書類の信頼性を高めることに
なる。」（河﨑 2012，26）との指摘がある。

18　東日本大震災で被害を受けた東北中小企業の
経済実態を把握するために行った税理士へのア
ンケート調査のデータを利用した分析を行った。
このため，会計に関する分析においても，種々
のバイアスが考えられ，税理士全体を示すデー
タとは言えない可能性がある。しかし，東日本
大震災という未曽有の大災害を経験した東北税
理士会所属の税理士には，復旧・復興における
経済実態の把握の必要性や補助金等のための会
計的資料の必要性があったものと思われ，これ
らの経験を有する税理士に対するアンケート調
査には，会計の有用性を確認する等の観点につ
いては重要な意味があるものと思われる。

19　利用の啓蒙のためには，中小会計要領が中小
企業にとって真に有用であるかどうかが検証さ
れる必要がある。

20　中小企業庁では，「中小企業の方に『中小会計
要領』の内容を理解し，ご活用いただくため，様々
な団体が中小企業向けセミナーや研修会を開催
しています。」（中小企業庁 http://www.chusho.
meti.go.jp/zaimu/youryou/learn/index.htm） と
しており，中小企業大学校による「中小企業会

計アドバンス研修」の実施等を紹介している。

（付記）

本研究は，科学研究費助成事業（基盤研究 C）
26510009 の補助を受けている。
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　　　　　2013 年 12 月 5日，日本商工会議所と一般社団法人全国銀行協会より「経営者保証ガイ

ドライン」が公表され，2014年 2月 1日から適用が開始されている。この「経営者保証ガイドライン」は，

中小企業融資における経営者個人保証が中小企業の発展の妨げとなるとの問題意識から策定されたもの

である。「中小会計要領」は中小企業の財務健全性を高め，融資がスムーズに行われるよう策定されたも

のであり，両者ともに不動産等の担保中心の中小企業融資に一石を投じるべく策定されたものである。

そこで本稿では，「経営者保証ガイドライン」の策定経緯，策定目的を述べ，2015 年度の中小企業融

資の実態と「経営者保証ガイドライン」に対する税理士の意見，金融機関の意向を明らかにしている。

さらに中小企業融資における「経営者保証ガイドライン」と「中小会計要領」の意義を明らかにし，

今後の「経営者保証ガイドライン」適用拡大のための提言を行っている。

中小企業融資における経営者保証ガイドラインと
中小会計要領の意義

キーワード

論文要旨

　　　　　中小企業融資，中小会計要領，経営者保証ガイドライン，経営者保証ガイドライン対応保証

櫛　部　幸　子（鹿児島国際大学専任講師）

※本稿は査読済み論文です（2016年３月31日決定）。

１　はじめに

中小企業融資の場において，新しいガイドラ
インの適用が開始されている。これは「経営者
保証に関するガイドライン（経営者保証ガイド
ライン）」とよばれるものであり，2013 年 12
月 5 日，日本商工会議所と一般社団法人全国銀
行協会より公表され，2014 年 2 月 1 日から適
用が開始されている。この「経営者保証ガイド
ライン」の内容は，中小企業が金融機関の融資
を受ける際，経営者個人の保証なしに融資を受
けることができるよう，個人保証の問題点を指
摘し，適用条件や適用方法を規定しているもの
である。

「経営者保証ガイドライン」の適用が順調に
広がれば，倒産の際，中小企業経営者個人がい
わゆる「身ぐるみを剥がれる」という悲惨な状
況を回避することができ，早急に再起を図るこ
とができるものと期待される。

そこで本稿においては，「経営者保証ガイド
ライン」の策定経緯， 策定目的，これに対応し
た「経営者保証ガイドライン対応保証制度」の
しくみを明らかにし，適用を広げるための提言
を行う。さらに，このガイドラインの中での「中
小企業の会計に関する基本要領（中小会計要
領）」の意義を明らかにする。

また，2014 年度に引き続き，中小企業会計実
務における中小会計要領の意義，特に中小企業
融資の場における中小会計要領の意義を明らか
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にするべく，税理士・金融機関・信用保証協会
に対するインタビュー調査の結果を明らかにする。

２　中小企業会計基準の適用状況
と中小企業融資の実態調査

2014 年度，兵庫県姫路市で開業をしている
税理士 4 名（A 〜 D 税理士）に対し 2014 年 3
月から 4 月にかけてインタビュー調査を行って
いる 1。

2.1　2014 年度の調査結果
2014 年度の調査により，中小企業融資の場

において「金融検査マニュアル（別冊）」，「ス
コアリング」，「信用保証協会の保証の有無」，「経
営計画・経営者の人柄」が重視されていること
が明らかとなった。金融機関におけるスコアリ
ングでは「適正に中小会計要領を適用していれ
ば，大幅な修正が少なく，経営者の資質も評価
される」との結果を得ている。金融検査マニュ
アルにおいては「経営者の担保力のほかに，企
業の収益性が評価されており，収益性の評価に
おいて中小会計要領を適用した財務諸表が利用
される可能性がある」との結果を得ている。信
用保証協会の保証については「CRD データに
よるスコアリングと中小会計要領を適用した財
務諸表が重視されている」現状が明らかとなり，
いずれにおいても中小会計要領の一定の意義を
見出すことができた（櫛部 2015）。

2.2　2015 年度の調査結果
2015 年 4 月，2014 年度と同じ税理士に同様

の調査を行った 2。図表 1 では 2014 年度の結
果と比較し，クライアント数や中小会計要領に
対する意識，中小会計要領適用の主な要因等に
どのような変化が生じているのかを明らかにし
ている。

2015 年度の調査において，A~D 税理士すべ

てが， 信用保証協会からのチェックリストの要
請や金融機関の利息割引制度適用以外に，中小
企業の融資の場における中小会計要領の意義を
見出すことが難しい現状を述べている。さらに
2014 年度の調査結果と比べ，金融機関が担保
と信用保証協会における保証を重視している傾
向が強いことを指摘している。また B 税理士
はあえて中小会計要領を適用させる必要性を感
じないとの指摘を行っている。たとえば，下請
会社である中小企業が親会社の株を持たされて
いるケースが多く，自由な売買自体ができない
場合がほとんどであり，取得原価で評価するし
かない現状があるとしている。これは「有価証
券を原則取得原価で評価する」という中小会計
要領の規定自体が中小企業にとっては当たり前
のことであり，必要がないとの指摘である。さ
らに，退職給付規定を導入している中小企業が，
中小会計要領を適用することも難しいと指摘し
ている。その理由は，「景気が悪く，退職金を
支払えない状況であり，引当金の計上も困難で
あるから」としている。

建設業の場合においても，公共工事受注の指
標となる経営審査があり，点数（ランク）を安
定させるため数値の乱高下を避けることを望み，
赤字のときは翌期以降の利益を前倒しし，黒字
の時は利益を先送りすることによりできるだけ

「黒字利益を平準化する」という誘因に駆られる
ケースがあるとの指摘があり，中小会計要領の
適切な適用が難しい現状も明らかになっている。

2.3　金融機関に対する調査の結果
2014 年度調査をした金融機関 2 社に加え 3

社の金融機関に対し，2014 年度と同様の調査
を 2015 年 6 月に行っている。金融機関 5 社の
うち，4 社（2014 年度に調査をした 2 社を含む）
は，中小企業融資の際に信用保証協会の保証と
担保が最重要と回答している。2014 年度，重
要性が高いとしていた「中小会計要領を適用し



37中小企業会計研究　第２号（2016）

中小企業融資における経営者保証ガイドラインと中小会計要領の意義

た財務諸表」・「スコアリング」は二次的な決定
の場合のみ利用するとしており，同様に 2014
年度重視されていた「経営者の人柄や財務諸表」
と回答したのは 1 社のみである。

2015 年度，担保重視の傾向が強いとの税理
士からの指摘を受け，金融機関に対しその理由
をヒアリングしたところ，5 社ともに「2015 年

度も景気は良くならず，2014 年度より中小企
業の経営状態が悪い」との回答があった。また，

「財政状態の良い企業と悪い企業との差が激し
く，金融機関は相手を見て金利に差をつけてお
り，良い企業には 0.5％前後，悪い企業には 3
〜 5％前後の金利と担保の要求をしている」と
の回答があった。

図表１　クライアントにおける中小会計要領の適用割合と適用目的

Ａ税理士 ・クライアント数…クライアント数は80件に増加（2014年度は約60件）。業務内容は変化なし。
・中小会計要領について…トータル的に見れば長期的な利益につながるとして，クライアントに
　対し積極的に中小会計要領を適用させている（適用率は30％～40％。2014年度より約10％増加。
　クライアントの約20％が，自分たちの会社の経営状況を知るために中小会計要領の適用が必要
　であると感じている）。
・中小会計要領適用の主な要因…信用保証協会からのチェックリストの要請（100％）。融資の
　場では，金融機関は担保を重視している傾向が強いと感じられ，中小会計要領の意義を感じな
　い。

Ｂ税理士 ・クライアント数…クライアント数は30～40件。クライアント数，業務内容ともに変化なし。
・中小会計要領について…中小企業経営者は，経営者自身が自社の経営状態を知るために財務諸
　表を作成するという意識はない。誠実な業務をやっていれば，おのずと中小会計要領に適する
　と考えている（適用率は90％以上。2014年度は10％弱であったが，これは適用が増えたのではな
　く，2014年度のインタビュー調査により自らの適用に対する認識が変わった3）。
・中小会計要領適用の主な要因…信用保証協会からのチェックリストの要請（100％）。基本的
　に，金融機関は，経営計画，人的担保を重視し，経営計画や人柄が問われる段階で中小会計要
　領が有効であると考えている。しかし2015年度，担保の有無が最重要項目である事例が多かっ
　たと感じている。

Ｃ税理士 ・クライアント数…クライアント数は約60件に倍増。業務内容は変化なし。クライアント数倍増
　の原因としては，建設業を中心に，適正な財務諸表を作ろうという意識が芽生えてきているこ
　とがあげられる。これは建設業の規制が厳しくなっている現状が影響していると考えられる（国
　土交通省土地・建設産業局建設業課 2014）。
・中小会計要領について…中小企業経営者は基本的に自社の経営状態を知るために財務諸表を作
　成するという意識はない（適用率はほぼ100%。2014年度は10％弱であったが，これは適用が増
　えたのではなく，2014年度のインタビュー調査により自らの適用に対する認識が変わった4）。
・中小会計要領適用の主な要因…信用保証協会からのチェックリストの要請（100％）。中小会
　計要領については，従来の税理士の業務と変わらない内容であるため通常の業務を行っていれ
　ばチェックリストは通過するはずである。中小会計要領は，税理士にとってよい警鐘になると
　考えている。金融機関が融資をするかどうかは，信用保証協会の保証があるかどうかで決定し
　ている傾向があり，金融機関がリスクを避ける傾向が強いと考えている。

Ｄ税理士 ・クライアント数…クライアント数は約100件。クライアント数，業務内容ともに変化なし。
・中小会計要領について…中小企業経営者はお金がほしいという思いが強いため，チェックリス
　ト提出は強いインセンティブになると考えている。また中小企業の財務諸表の土俵を同じにす
　ることで，比較可能性を高めることができると考えている（適用率は約90%。2014年度と同じ）。
・中小会計要領適用の主な要因…信用保証協会からのチェックリストの要請と金融機関の融資プ
　ラン適用のため（100％）。中小会計要領は，税理士にとってよい警鐘になると考えている。
　金融機関の融資の際は，担保と信用保証協会の保証が重視され，定性要因は少ししか評価され
　ないと考えている。

出所：兵庫県姫路市における税理士４名に対する調査（2015年４月）をもとに筆者作成
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３　経営者保証ガイドラインが 
できるまで

上述のように中小企業融資の場において担保
重視の傾向がみられる中，この流れに棹をさす
かのごとく，新しく「経営者保証ガイドライン」
が策定されている。

この「経営者保証ガイドライン」は，かなり
以前からその必要性が認識されていた。2010
年 6 月 18 日閣議決定「中小企業憲章」におい
ては「経済活力の源泉である中小企業が，そ
の力を思う存分に発揮できるよう支援する」，

「セーフティーネットを整備し，中小企業の安
心を確保する」，「中小企業の事業再生において
個人保証等の課題が存在している」とし，個人

保証の問題が認識されている。
また経営者個人保証の割合が非常に高いこと

も実態調査の結果明らかになっている（中小企
業庁委託山田ビジネスコンサルティング株式会
社 2011）。調査結果によると，金融機関からの
借入があると回答した企業のうち 86.7％が経営
者個人保証を提供しており，企業規模が小さい
ほど提供割合が高くなる傾向があることが明ら
かになっている。経営者個人保証を要請されな
い企業の特徴としては，「財務内容が良好であ
る 61.5％」，「必要な財務情報が適時開示されて
いる 10.7 ％」となっており，ここに中小会計
要領の貢献の余地があるのではないかと考えら
れる。

次に「経営者保証ガイドライン」の策定経緯
を，以下の図表 2 において明らかにし，各策

図表２　「経営者保証ガイドライン」ができるまで

出所：中小企業庁（2011）をもとに筆者加筆

◆事業再生関連制度整備の経緯 

1996年
1999年
2000年
2001年
2002年
2003年
2006年
2007年
2009年
2010年６月18日
2010年11月～2011年３月
2011年４月
2013年３月末 期限到来
2013年１月～４月
2013年５月
2013年８月～11月

2013年12月５日
2014年２月１日

整理回収機構（RCC）設立
産業活力再生特別措置法（「産活法」）制定 
民事再生法施行
私的整理に関するガイドライン制定
会社更生法改正（1952年制定・2006年改正）
中小企業再生支援協議会の設置
会社法施行
事業再生ADR制度創設（産活法改正） 
企業再生支援機構設立
「新成長戦略」公表
中小企業庁「中小企業の再生を促す個人保証等の在り方研究会」実施
中小企業庁「中小企業の再生を促す個人保証等の在り方研究会報告書」公表
「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」
中小企業庁・金融庁「中小企業における個人保証等の在り方研究会」実施
中小企業庁・金融庁「中小企業における個人保証等の在り方研究会報告書」公表
日本商工会議所・一般社団法人全国銀行協会「経営者保証に関するガイドライン研究
会」実施
日本商工会議所・一般社団法人全国銀行協会「経営者保証ガイドライン」公表
日本商工会議所・一般社団法人全国銀行協会「経営者保証ガイドライン」適用開始
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定段階における審議事項等を明らかにする。

3.1　中小企業の再生を促す個人保証等の在り
方研究会

2010 年 11 月〜 2011 年 3 月， 中小企業庁金
融課において，中小企業の事業再生を更に進め
る目的で「中小企業の再生を促す個人保証等の
在り方研究会」を実施し，個人保証における課
題，中小企業金融の実務，事業再生における
課題を検討している（中小企業庁 2011）。これ
は中小企業庁金融課における私的研究会という
位置づけで，中小企業の事業再生を進めるべく，
政策的な観点で議論がなされたものである。こ
の研究会より，2011 年 4 月「中小企業の再生
を促す個人保証等の在り方研究会報告書」が公
表されている（中小企業庁 2011）。研究会のメ
ンバーは，弁護士，金融機関，研究者，サービ
サー，中小企業再生支援全国本部等であり，オ
ブザーバーとして金融庁，法務省，中小企業庁
が名を連ねている。 

3.2　中小企業における個人保証等の在り方研究会
「中小企業における個人保証等の在り方研究

会」が 2013 年 1 月〜 4 月，中小企業庁・金融
庁合同で行われている。この研究会設立の目的
として，「中小企業における個人保証等の課題
全般を，個人保証の契約時における課題と個人
保証の契約後における課題とに整理し，中小企
業金融の実務の円滑化に資する具体的な政策的
出口を検討する」としており，計 6 回の検討会
が行われている（中小企業庁・金融庁 2013a; 
2013b; 2013c; 2013d; 2013e; 2013f）。研究会のメ
ンバーは，弁護士，金融機関，研究者，中小企
業経営者，中小企業団体中央会等である。

ここでは，中小企業から正確な財務情報を提
供させる習慣の定着や，借り手・貸し手の信頼
関係構築の必要性を唱えている。さらに個人保
証は長年にわたる課題であり，中小企業の創業，

成長・発展，早期の再生着手，円滑な事業承継
のみならず，再起の場合の取組意欲を阻害して
いるとの指摘もなされている。具体的には， 中
小企業経営者と金融機関が個人保証に安易に依
存することで「企業そのものの経営規律を促進
しない」，「金融機関による健全な融資慣行の構
築が進まない」，「所有と経営の分離がなされな
い」，「企業としての財務状況の正確な把握・企
業についての適時適切な情報開示等による透明
性の確保がなされない」などの問題点があげら
れている。

本研究会より，2013 年 5 月，「中小企業にお
ける個人保証等の在り方研究会報告書」が公表
されている（中小企業庁・金融庁 2013g）。

3.3　経営者保証に関するガイドライン研究会
2013 年 8 月〜 11 月，日本商工会議所・一般

社団法人全国銀行協会において「経営者保証に
関するガイドライン研究会」が実施された。こ
こでは，上述の 2 つの報告書を踏まえ，中小企
業における個人保証等の在り方に関する公的な
枠組みとして，課題の解決策の方向性を具体化
したガイドラインの策定が必要であるとし，報
告書が取りまとめられている。研究会は計 3 回
行われている（日本商工会議所・一般社団法人
全国銀行協会 2013a; 2013b; 2013c）。

研究会では，「経営者による個人保証問題を
法的・制度的に解決へ導くガイドラインを作る
ことは，国の政策に沿った意義ある活動であり，
信用保証協会も含めた形で，公平に処理できる
ように，ガイドラインをつくるべきである」とし，
このガイドラインが早く適用され，実績が積み
重なっていく中で，ベストプラクティスを還元
することが必要であるとの見解を示している。

3.4　経営者保証ガイドラインの公表
2013 年 12 月 5 日，日本商工会議所・一般社

団法人全国銀行協会より「経営者保証ガイドラ
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イン」が公表され，2014 年 2 月 1 日より適用
開始がなされている（日本商工会議所・一般社
団法人全国銀行協会 2013d）。日本再興戦略「中
小企業・小規模事業者の革新」 （2013 年 6 月 14
日閣議決定）においても，新事業を創出し，開・
廃業率 10％台を目指すための施策として，こ
のガイドラインが位置づけられている（内閣府 
2013）。

このガイドラインの真の目的は連帯保証人を
やめさせることであり，経営者の「担保を取ら
ずにお金を貸してほしい」といえない現状を改
善するべく策定されたものと考える。

このガイドラインを適用するにあたり，申込
人資格要件が与えられている。以下のすべての
条件を満たさなければ，このガイドラインを適
用することはできない。資格要件は「中小企業
者であって法人と経営者個人の資産・経理が明
確に分離されていること」，「法人と経営者の間
の資金のやりとりが，社会通念上適切な範囲を
超えていないこと」，「法人から適時適切に財務
情報が提供されており，本制度による保証付融
資を実行後も提供すること」，「法人のみの資産・
収益力で借入返済が可能であると判断し得るも
のとして，『無担保無保証要件』または『有担
保無保証人要件』のいずれかに該当すること」
である。

具体的には， 2 種類の対応が規定されている。
保証契約時等の対応「中小企業が経営者保証を
提供することなく資金調達を希望する場合に必

要な経営状況とそれを踏まえた債権者の対応」，
「やむを得ず保証契約を締結する際の保証の必
要性等の説明や適切な保証金額の設定に関する
債権者の努力義務」，「事業承継時等における既
存の保証契約の適切な見直し」と，保証債務の
整理の際の対応「経営者の経営責任の在り方」，

「保証人の手元に残す資産の範囲についての考
え方」，「保証債務の一部履行後に残った保証債
務の取扱いに関する考え方」である。

資格要件における「法人から適時適切に財務
情報が提供」という項目において，中小会計要
領の意義を見出すことができる。

４　経営者保証ガイドライン対応
保証制度

この「経営者保証ガイドライン」に対応した
信用保証制度が一般社団法人全国信用保証協会
連合会において策定されている。

4.1　「経営者保証ガイドライン対応保証制度」
のしくみ

具体的な「経営者保証ガイドライン対応保証
制度」の仕組みは「金融機関は，信用保証付融
資の実行と同時に，その 6 割以上の額にて同
等の返済条件で，信用保証協会の保証を付さな
い融資（無保証人）を実行する必要がある」と
している。この仕組みを以下の図表 3 の例で
説明する。

図表３　「経営者保証ガイドライン対応保証制度」のしくみ

出所：千葉県信用保証協会（2014）をもとに筆者加筆修正

金融機関プロパー融資　3,000万
信用保証協会の保証付融資　5,000万金融機関

中小企業・
小規模事業者

（経営者保証不要）
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たとえば信用保証協会の保証付融資 5,000 万
円を行った場合， 金融機関はその 6 割以上の金
額（3,000 万以上）のプロパー融資を要請され
るというものである。通常の信用保証協会の保
証付融資の場合，金融機関の責任は 2 割，信用
保証協会の責任が 8 割であるが，今回の制度で
は金融機関の責任が強化（今回の例であれば
37.5%）されている。つまり信用保証協会のリ
スク負担を軽減し，金融機関のリスク負担が高
く設定されている。

4.2　経営者保証ガイドライン対応保証制度資格
この「経営者保証ガイドライン対応保証制度」

を適用する際，適用資格があるかどうかの判断
に用いる「経営者保証ガイドライン対応保証制
度資格要件確認シート」がある（一般社団法人
全国信用保証協会連合会 2014）。ここでは中小
企業が提出した財務諸表に対し「中小会計指針
や中小会計要領を適用していること」，「税理士
等の会計の専門家の承認がいること」など細か
く規定がなされている。このシートは一般社団
法人全国信用保証協会連合会に対し金融庁の指
導が入り策定されており，金融機関もほぼ同じ
要件でガイドラインの適用判断をしていること
が調査の結果明らかになっている（兵庫県姫路
市の信用保証協会と金融機関に対する 2015 年
8 月の調査による）。

このシートの内容は大きく 4 つに分けられる。
「①法人と経営者個人の資産・経理が明確に分
離されている」，「②法人と経営者間の資金のや
り取りが社会通念上適切な範囲を超えていな
い」，「③適時適切に財務情報等が提供されてい
る」，「④財務要件を満たしている」である。①
については，確認書類，各専門家（税理士・公
認会計士等）の検証を受けたことを示す報告書
が必要な項目があり，業務用資産を申込人がす
べて所有していること・親族以外の第三者が取
締役会に出席していること・役員報酬の決定プ

ロセスにおいて外部専門家の検証がなされてい
ること等が要請される。②についても各専門家

（税理士・公認会計士等）の検証を受けたこと
を示す報告書が必要であり，③については，中
小会計指針もしくは中小会計要領のチェックリ
ストの提出や公認会計士や監査法人の監査を受
けたことを示す書面が必要であり，「適時適切
な財務情報が提供されている」と判断したこと
を示す申込金融機関の理由説明書が要請されて
いる。④については，具体的に自己資本比率
20% 以上やインタレスト・カバレッジ・レシ
オ 2.0 倍以上などの条件が与えられている。

図表 4 においてこの「経営者保証ガイドラ
イン」と資格要件についての税理士 4 人の意見
と金融機関の意向を明らかにする。

税理士 4 名，金融機関 5 社に対する調査より，
この「経営者保証ガイドライン」に対し一定の
効果を期待しつつも，実際の適用に関してはか
なり難しいと考えていることが明らかとなった。
さらに金融機関に対する調査においても，あま
りにもリスクが高いため本当に借入を必要とし
ている企業に対しての適用を敬遠し，形骸化が
起こっていることが明らかとなった。

５　おわりに－結論　

2014 年度の調査において，金融機関におけ
るスコアリング，金融検査マニュアル，信用保
証協会の保証における中小会計要領の一定の意
義は認められた。しかし 2015 年度の調査では，
担保の有無が非常に重視されている現状が明ら
かとなった。これは，ひとえに中小企業の経営
状態が芳しくないことが理由としてあげられる。
さらに中小会計要領に関しては依然としてその
必要性を感じないとの厳しい意見もあった。中
小会計要領の適用の有無は融資の際の二次的な
判断の際に利用されるにすぎず，信用保証協会
の保証料割引制度以外には意義を見出すことが
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難しい現状がある。
「経営者保証ガイドライン」の適用について

は，信用保証協会においてもリスクを認識して
おり，通常の融資よりも金融機関のリスクを高
くするという措置を取っている。金融機関も，
このガイドラインの早急な適用は難しいと考え

ている現状がある。
また，金融機関は金融庁からの指導もあり，

借入の必要がない財務状態が良好な企業に対し
借入を依頼している実態があることが明らかと
なり，このままでは，有効な政策が形骸化して
しまう恐れがある。そこで資格要件と回収シス

図表４　経営者保証ガイドラインと資格要件に対する意見

Ａ税理士 ・経営者保証ガイドラインについて…このガイドラインが策定されたことは知っている。金融機
　関や税理士の勉強会で耳にしている。クライアントの中で，経営者保証に苦しんでいる人達が
　いるため興味があった。実際にクライアントの中で，経営者保証ガイドラインを適用した事例
　はない。
・経営者保証ガイドライン適用について…現実問題として無理であると考える。金融機関は必ず
　不動産を担保にとると考えている。
・資格要件について…将来性を重視すべきではないか。金融庁も中小企業の将来性を重視すべき
　であるとの見解を示している（金融庁 2014）。

Ｂ税理士 ・経営者保証ガイドラインについて…知らなかった。あまりにもリスクが高いと考える。
・経営者保証ガイドライン適用について…リスクは高いが，お金が回る良い機動力になればと考
　える。そこで，トラブルが起きた時の対処を考えていればよいのではないか。
・資格要件について…将来設計の視点がない。本来融資は将来ビジョンを重視すべきではないの
　か。資格要件の中にいくらでも操作できる項目がある。定性要因を含まなければリスクが高す
　ぎると考える。

Ｃ税理士 ・経営者保証ガイドラインについて…聞いたことはあるが，かなりの困難を伴うものと考える。
　加えて形骸化の恐れがあると考える。
・経営者保証ガイドライン適用について…中小企業経営者（借り手）にとって，担保を抜くのは
　命取りと考える傾向にあるため広がらないと考える。
・資格要件について…回収の意向が本当にあるのかと考える。現在の要件では，操作可能なもの
　がたくさんあるため，操作不可能なものを考えるべきである。

Ｄ税理士

金融機関

・経営者保証ガイドラインについて…策定過程から知っており，少しずつ実現していくのではな
　いかと考える。最初はかなりの困難を伴うと考える。国のリーダーとしての方針（安倍政権の
　方針）を打ち出すという意味では有効ではないか。アベノミクスにおいても経営者の再起を促
　している。
・経営者保証ガイドライン適用について…現実問題としては，難しいと考えるが，国として経営
　者のやる気を起こさせるという点では意義があるのではないか。
・資格要件について…税理士等の同意書を要請している要件は一定の効果はあると考える。将来
　性を重視し，五か年計画や後継者の有無などの定性要因を入れるべきではないか（三菱東京
　UFJ銀行の極めというプランでは，経営計画が入っている）。

・経営者保証ガイドラインについて…経営者保証ガイドラインについては知っている。金融庁か
　ら指導が入っており，説明会も行われ，理解している。金融庁からの適用のノルマもあり，適
　当な借り手を探している。
・経営者保証ガイドライン適用について…実際に適用させた例はある。財政状態が安定し，回収
　に関しても安全性の高い企業に対し，無担保で貸付を行っている。実際に，資金繰りに困って
　いる企業には，怖くて貸せないと考えている。
・資格要件について…資格要件については不安がある。適用する場合も，信用保証協会の保証は
　必要である（金融機関5社のうち4社は，経営者保証ガイドライン適用を検討。しかし1社は，
　適用の意向はないと回答している）。

出所：兵庫県姫路市における税理士４名（2015年４月），金融機関5社（2015年6月）に対する調査をもとに筆者作成
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テムを見直し，回収可能性を高めるシステムの
構築が必要であり，さらに回収に問題が起こっ
た場合，対処する政策を考えるべきであろう。
資格要件をさらに厳格にし，操作不可能な項目
や定性要因を盛り込み，将来ビジョンを入れる
べきではないだろうか。さらに中小会計要領の
厳密な適用などの要件も盛り込むべきではない
だろうか。

この「経営者保証ガイドライン」の策定経緯
を追い，審議内容を検討すれば，いかに長きに
わたりこの経営者個人保証が深刻な問題として
中小企業を苦しめてきたかがわかる。各審議段
階ではこの問題を解決するべく方策が論じられ
ている。

一部の税理士が「政策の方向性がずれている
のではないか」との指摘を行っている。これは，
中小企業融資の実態を日々目の当たりにしてい
るからこその指摘である。実際の中小企業融資

の場は不動産等の担保を要請し，経営者個人保
証を要請する傾向にある。このような現状の中
で「経営者保証ガイドライン」を普及させるに
は，一定の強制力をもって適用させる必要があ
ると考える。

中小会計要領もまた不動産等の担保中心の融
資から脱却するべく策定されたものである。「経
営者保証ガイドライン資格要件」の確認書類に，
中小会計要領のチェックリストがあるため，こ
のガイドラインの適用が広がれば，更なる中小
会計要領の意義も出てくるものと考える。

（注）

１　この 4 名の税理士については，匿名にて，以
後長期にわたり（10 年間を予定）中小企業会計
基準の適用状況等の調査を行うことを予定して
いる（2014 年度の調査結果は，下表のとおりで
ある）。

図表５　◯◯◯

Ａ税理士 ・伝票作成から業務を行い，財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。約60件のクライ
　アントを有している。

Ｂ税理士 ・伝票は顧客に作成してもらい，財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。30～40件の
　クライアントを有している。

Ｃ税理士 ・伝票は顧客に作成してもらい，財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。30～40件の
　クライアントを有している。

Ｄ税理士 ・伝票は顧客に作成してもらい，財務諸表等を作成し，経営相談・税務相談にのる。顧客に対し
　中小会計要領の教育を行う。約100件近くのクライアントを有している。

2014年度の調査結果　主な業務内容とクライアント数

Ａ税理士 ・約60件のクライアントのうち20～30%が中小会計要領を適用。
・信用保証協会からのチェックリストの要請（100%）。

Ｂ税理士 ・30～40件のうち10%弱が中小会計要領を適用。
・信用保証協会からのチェックリストの要請（100%）。

Ｃ税理士 ・30～40件のうち10%弱が中小会計要領を適用。
・信用保証協会からのチェックリストの要請（100%）。

Ｄ税理士 ・100件近くのクライアントのうち90%が中小会計要領を適用。
・信用保証協会からのチェックリストの要請と金融機関の融資プランを受けるために適用（100%）。

2014年度の調査結果　適用状況と中小会計要領適用の主な要因
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２　2014 年度と同じく 2015 年度のインタビュー
調査においても，兵庫県姫路市の税理士 4 名に
対し調査を行ったにすぎず，この 4 名の意見を
一般化することはできない。さらに税理士のク
ライアントに対する調査を行うことはできてい
ない。これに関しては今後，調査範囲を広げる，
長期にわたり調査を行うことで解決策を見出し
たい。

３　2014 年度のインタビュー調査により，通常の
税理士業務を行っていれば，おのずと中小会計
要領に準拠した財務諸表作成をしていることに
改めて気づかされたと回答している。かねてよ
り中小会計要領に準拠した財務諸表を作成して
いたが，あえて認識をしていなかったとの回答
を得ている。

４　B 税理士と同じ回答である。
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委員長　坂本孝司（愛知工業大学・税理士・米国公認会計士）
顧　問　河﨑照行（甲南大学）
アドバイザー  
　　椛田龍三（専修大学）　　　　　　　　　成川正晃（東北工業大学）
　　坂上　学（法政大学）　
　　［３人の先生方は本中間報告後にアドバイザーに就任されました］
委　員(＊はリーダー） 
　　上野隆也(桃山学院大学・税理士)　　　　福島健人(中小企業経営支援全国本部・税理士)
　＊加藤恵一郎(税理士・公認会計士)     　 　古川忠彦(中小企業基盤整備機構・経営士)　  
　＊成川正晃(東北工業大学)　　　　　　　＊増山英和(税理士)                          
　　原田伸宏(税理士・公認会計士)　　　　　松﨑堅太朗(明治大学・税理士・公認会計士)  
　　平井正大(浜松信用金庫常務理事)　

■課題研究委員会 中間報告

「中小企業金融における会計の役割」に関する研究

１　研究の目的

本研究は，中小企業金融における「会計」（具
体的には，財務会計・管理会計・財務管理の領
域をいう）の機能を理論的かつ実務的に解明す
ることを通じて，中小企業金融における「会計」
の役割期待を明らかにするとともに，これらの
領域における諸課題およびそれらの解決策を提
示することを目的とする。

1.1　学会の設立趣旨に合致
中小企業会計学会の設立目的は，「中小企業

をめぐる諸問題を理論・制度・実務の諸側面か
ら，研究者と実務者の広範な意見交換を通して
解明し，わが国および諸外国の会計理論と会計
実務の発展に資するとともに，会員相互の交流
を深めること」にある（設立趣意書より）。す

なわち，本学会が目指す研究の方針は，①中小
企業における会計を対象とする，②会計理論・
会計制度・会計実務の３つの側面から解明する，
③研究者と実務家の広範な意見交換を行う，④
わが国および諸外国の会計理論および会計実務
の発展に資する，ところにある。中小企業金融
実務における「会計」の位置づけおよびその重
要性を鑑みれば，本研究のテーマはこれら４つ
の方針に完全に合致している。

1.2　理論研究の欠如
中小企業金融における「会計」の役割に関し

ては，実務的なアプローチは散見されるものの，
研究者による理論的かつ体系的な研究実績はほ
とんど存在していない。また近年，会計領域に
関する実証研究が進展しているが，この領域に
関する実証研究もそれほど進んでいない。他方，
実務家の立場からすれば，日常の多忙な業務に
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取り組むことが優先であり，中小企業金融にお
ける「会計」の役割を理論的・実証的に解明す
ることは二の次になりがちである。

とはいえ，実務に立脚した建設的な意見を欠
いたまま日常業務を遂行するだけでは，中小企
業金融における「会計」の役割に関する議論や
政策が実務を軽視したまま進行してしまうおそ
れがある。中小企業金融における「会計」の役
割を理論的に解明し，そのあるべき役割を提示
することはわが国にとって喫緊の課題である。

２　研究の全体像と内容

2.1　問題提起と研究の意義・各種政策における
「会計」の位置づけ（坂本）

わが国の中小企業金融と中小企業政策におけ
る「会計」の位置づけを歴史的に俯瞰すれば，「戦
後復興期」から「早期是正措置導入（1998 年）
直前」までは，戦後復興期の一時期を除き「中
小企業金融における会計」に関する動きはほと
んどなかった。その後，「早期是正措置導入か
ら「バーゼルⅡ導入（2007 年）直前」までは，
経済産業省や中小企業庁が「会計」を中小企業
金融に活用する施策を推進している。バーゼル
Ⅱ導入から改正『中小・地域金融機関向けの総
合的な監督指針』（2011 年）までは，金融庁が
主体となって「会計」を中小企業金融に活用す
る施策を実施している。そして，中小企業憲章
の制定（2010 年 6 月）以後は，「中小会計要領」

（2012 年 2 月公表）や中小企業経営力強化支援
法（2012 年 6 月制定）など，中小企業庁と金
融庁が「一体」となって中小企業金融および中
小企業政策に「会計」の知見や手法を導入する
ようになっている。

　
2.2　中小企業金融における会計の位置づけ

（＊成川・平井・松﨑）
中小企業金融においては，情報の非対称性，

逆選択，モラルハザードなどの課題がある。地
域金融機関において実際に運用されている融資
審査・モニタリングでは，シグナリンクやモニ
タリングなどによる実務的な対応が必要であり，
とりわけ，信頼性ある決算書や適時かつ正確な
月次決算書などの会計情報の重要性が高まって
いる。

また，近時「経営者保証に関するガイドライ
ン」と事業性評価が中小企業金融の要となりつ
つある。「経営者保証に関するガイドライン」は，
中小企業の決算書の信頼性確保と情報開示の必
要性に立脚して策定され，事業性評価は，中小
企業のライフ・ステージに応じた中小企業への
経営支援を求めるものであり，ここにおいても
信頼性ある会計情報が極めて重要な位置づけに
なっている。

2.3　中小企業金融における「決算書の信頼性」
（＊加藤・上野・古川）

中小企業金融において，会計情報の信頼性を
どのようにして確保するかが喫緊の課題となっ
ている。中小会計要領は，インプット（記帳）
における適時性と正確性を確保し，確定決算主
義を前提とする税法との調和によって，アウト
プットである決算書の信頼性を確保する仕組み
である。このような仕組みは，クラウド型会計
システムやフィンテックなどの IT 化の進展に
おいて重要性を増している。さらに，税理士に
よる月次監査（月次巡回監査，月次税務監査と
もいわれる）や，税理士法による書面の添付は，
専門的な知識を有する第三者による検証行為を
実施したことを物語るものである。しかし，中
小企業の「決算書の信頼性」を確保する制度と
しては，会社法上の会計参与だけであり，「制度」
として「保証の連続帯」が形成されていないこ
とが課題となる。
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2.4　中小企業金融における経営改善支援の
　　あり方（＊増山・福島・原田）

国税庁の資料によれば，わが国の法人企業の
約７割弱が実質的な赤字企業となっており，中
小企業金融における地域金融機関および税理士
等による経営支援が重要性を増している。中小
企業に対する再生や経営改善の支援体制として
は，国が行う中小企業再生支援協議会制度や，
中小企業経営力強化支援法に基づく経営革新等
支援機関（税理士や地域金融機関など）による
経営支援制度などがある。特に，中小企業の経
営改善では，経営改善計画書の作成やその後の
モニタリングにおいて，正確な会計情報，特に
中小会計要領に準拠した決算書や月次決算書の
活用，管理会計や財務管理の知見の活用，社内

業務管理体制の構築，税理士等外部専門家によ
る支援，地域金融機関と税理士等との連携が不
可欠となっている。

３　最終報告に向けて

全国大会では「研究対象の絞り込み」や「理
論的側面の重視」など多くの有益なご意見をい
ただいた。最終年度ではこのような意見も踏ま
えて研究を進める所存である。そして研究の成
果である最終報告書が，この領域の研究を始め
る研究者にとっての体系的な基礎資料と位置づ
けられるとともに，同報告が，中小企業金融に
おける「会計」の新たな役割を構想する契機と
なることを予定している。
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中小企業会計学会が発足し，機関誌『中小企業会計研究』も創刊されたのを機会に，河﨑照行会
長からの勧誘もあって，中小企業の会計に関する文献の目録を本誌に掲載していただくことにした。
この目録は，中小企業会計に関する単行本・論文・その他を広く集める努力をしたものの，決して
完全なものではない。多くの不備・脱漏・誤謬が存在するであろうことは作成者自身充分に心得て
いるつもりである。

この目録は，中小企業会計関連の文献を「単行本」，「論文」，および「その他」に分けて掲げた。「単
行本」には，単著，共著，訳書などをまとめ，編著書等のなかにある個別の論題とその執筆者もな
るべく掲げるようにした。ただし，学会の報告書等に収録されている論攷は「論文」のなかに含めた。

「その他」には，座談会や講演録，調査報告書，案内・紹介文などを掲げた。「単行本」「論文」「そ
の他」の分類は便宜的なもので，必ずしも相応しくないところに掲げているものもあるかもしれない。
それぞれの文献は，著者別（アイウエオ順）・発表年月順に示すことにした。

中小企業会計関連文献目録
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　　中小企業庁 http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf
　　日本商工会議所 http://www.jcci.or.jp/sme/accounting.html
　　日本税理士会連合会 http://www.nichizeiren.or.jp/taxaccount/pdf/chusyokaikeiyouryou120201.pdf
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Summary and Keywords

REFERRED ARTICLES

Journal of Accounting Research for 
Small- and Medium-sized Entities(SMEs)

Recommendation for setting accounting standards and guidelines for SMEs

Masateru Narikawa  (Tohoku Institute of Technology Professor)

Tsutomu Tobita  (Fukuoka University Associate Professor)

Summary

The purposes of this paper are indicating what accounting systems for SMEs are valuable and how the Small 

and Medium Enterprise Agency (SMEA) understands them.

In a recent policy for SMEs, SMEA supports highly-motivated and practical SMEs. SMEA made the 

Guidelines on Accounting for Small and Medium-sized Enterprises (Chusho Kaikei-Shisin) and New document 

presenting guidelines for SME accounting (Chusho Kaikei Yoryo). But there are some cognitive gaps between 

the company’s managers and tax accounts that support accounting and tax procedures of SMEs according to 

the research by SMEA. We get the comment that accounting standards can prevent managers from making the 

company’s situation invisible in order to deal with the change of business circumstances.

For development of SMEs to improve their transparency, it requires the accounting standards reflects the 

actual situations of SMEs and the cultivation of manager’s consciousness for their company’s transparency. We 

think that it is time to consider to make not only financial accounting systems, but also guidelines for financial 

management and cost accounting of SMEs like the guidelines in 1950s.

Keywords 

Accounting Standard for SMEs, The Small and Medium Enterprise Agency, The guidelines for SME 

financial management, The guidelines for SME financial cost accounting, transparency for management
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REFERRED ARTICLES

The Changes on SMEs Policy and Contribution of the Management Accounting
―The Practice and Effect Measurement Support of SMEs Measures―

Haruo Yamakita  (Chubu University Professor)

Summary

I consider the next point in this article. First point, I confirm the SMEs problem recognized depending on 

the changes of the postwar SMEs policy. The second, I take up representative measures from SMEs measures 

and consider contribution of the Management Accounting about the practice and effect measurement of SMEs 

measures. 

For the postwar reconstruction period, for the SMEs problem called the unripe management technique 

of SMEs, management consulting and management textbooks supported improvement of the ability for 

SMEs management. On this occasion, contribution of the Management Accounting is to have introduced 

Cost Accounting method for SMEs management. During a period of growth stable from a high growth of 

economy, for the SMEs problem called gap in productivity between large enterprises and SMEs, investment 

and consulting by the Business Innovation Program was going to narrow the gap. A Purpose of the Business 

Innovation Program is to raise the productivity of SMEs by collectivization and cooperation. On this occasion,  

the Management Accounting contributed by the method such as budget control and investment management. In 

1999, SMEs Basic Law underwent its first radical overhaul, the basic idea of the SMEs Basic Law switched it 

to the support of SMEs with a motivation and abilities, the leading figure of the policy changed from the public 

sector into a private engine. As a result, the consulting function changed from the public to a private, too. 

Under the new SMEs Basic Law, in the practice scene of SMEs measures, it became difficult to confirm 

contribution of the management accounting. On the other hand, contribution of the management accounting 

became very necessary in the effect measurement scene of SMEs measures. Therefore it is necessary to 

incorporate the effect measurement of SMEs measures in administrative evaluation system of a country and 

local government.

Keywords 

Changes on SMEs Policy, SMEs Basic Law, Contribution of the Management Accounting, Practice Support 

of SMEs Measures, Effect Measurement Support of SMEs Measures
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Present Status and Problems of Accounting for SMEs
―Based on the Analysis of the Data of Questionnaire Survey―

Tomohiro Kaneko  (Toyo University Associate Professor)

Summary

A questionnaire survey conducted in January 2015 targeting the members of Tohoku Certified Public Tax 

Accountants’ Associations. A questionnaire sent to 1,715 Tax Accountants with a response rate of 24.9%.

As a result of the regression analysis, it was indicated that changes in economic conditions affect by “Sales 

without reconstruction special demand”, “Nuclear damage”, “Reconstruction special demand” and “Repayment 

difficulties”. “Accounting” is not major factor in the regression analysis, but Tax Accountants suppose that 

accounting is useful in another question. Accordingly, I analyzed the text information of what is useful in 

accounting by the Hierarchical Cluster Analysis. 

“The Basic Guidelines of Accounting for SMEs” come into widespread use. But a significant difference of 

the extent of use “the Basic Guidelines of Accounting for SMEs” is recognized between the groups of using 

computers for tax return.

Tax Accountants think that “the Basic Guidelines of Accounting for SMEs” have some merits and some 

demerits. Some merits and demerits are same content. Someone said it can capture the actual situation, but the 

others said it cannot capture the actual situation. It is because there are many types of Tax Accountants and 

many types of tax practice.

We must promote SMEs to understand the useful in accounting by using “the Basic Guidelines of 

Accounting for SMEs”.

Keywords

the Basic Guidelines of Accounting for SMEs, the Great East Japan Earthquake, SMEs, Questionnaire 

Survey, Tax Accountant
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The significance of “Guidelines for Personal Guarantee Provided by Business 
Owners” and “The Basic Guidance of Accounting for SMEs” in the finance for 

Small and Medium-sized Enterprises

Sachiko Kushibe  (The International University of Kagoshima Lecturer)

Summary

“Guideline for Personal Guarantee Provided by Business Owners” was published from the Japan Chamber 

of Commerce and Industry and the Japanese Bankers Association on December 5th, 2013 and was introduced 

from February 1st, 2014. This “Guideline for Personal Guarantee Provided by Business Owners” was 

developed from the awareness of the issues that personal guarantees provided by the owners of Small and 

Medium-sized enterprises (SMEs) inhibit the growth of SMEs. As “The Basic Guidance of Accounting for 

SMEs” was developed so that the finance was smoothly carried out through improving the financial soundness 

of SMEs, both “Guideline for Personal Guarantee Provided by Business Owners” and “The Basic Guidance of 

Accounting for SMEs” were developed to cause a stir in the finance for SMEs relying collaterals such as real 

estate.

This paper describes background and aims of the development of “Guideline for Personal Guarantee 

Provided by Business Owners” and clarifies the actual conditions of finance for SMEs in this fiscal year and 

opinions of tax lawyers and positions of financial institutions against “Guideline for Personal Guarantee 

Provided by Business Owners”.

Further, this paper clarifies the significance of “Guidelines for Personal Guarantee Provided by Business 

Owners” and “The Basic Guidance of Accounting for SMEs” in the finance for SMEs and makes a proposal to 

expand the application of “Guidelines for Personal Guarantee Provided by Business Owners”. 

Keywords

Finance for SMEs, The Basic Guidance of Accounting for SMEs, Guidelines for Personal Guarantee 

Provided by Business Owners, Guarantee corresponding Guidelines for Personal Guarantee Provided by 

Business Owners



70 中小企業会計研究　第２号（2016）

編集後記

平成 27 年８月 27 日（木）に中小企業会計学
会第３回大会が中央大学で開催されました。本
号には，第３回大会での報告に基づく５篇の論
文が編集委員会に寄せられました。編集委員会
は，これらの論文について，まず匿名による査
読委員（レフリー）をお願いし，その査読意見
を参考にして編集委員会で協議のうえ，再査読
および掲載の可否を決定しました。その結果，
本号には４篇の論文が掲載されることになりま
した。

この間，査読委員・編集委員の方々にはご多
忙の中にもかかわらず，真摯に取り組んでいた
だき，慎重に慎重を重ねてそれぞれの論文を審
査いただきました。年度末・年度始めの多忙な
状況の中にあっても論文査読にあたり，決して

ゆるがせにしない査読委員・編集委員の真剣か
つ真摯な姿勢には，頭が下がる思いであり，こ
のことが本機関誌の質の確保・向上につながっ
ていくことを改めて実感いたしました。心より
敬意を払うとともに，厚くお礼申し上げる次第
であります。

本機関誌は第２号であり，まだまだ黎明期に
ある研究誌です。本誌をさらに充実し，立派な
研究誌にしたいと思っております。それには，
中小企業会計研究のさらなる発展が望まれると
ころです。会員の先生方のより一層のご協力を
よろしくお願いいたします。

中小企業会計学会・学会誌編集委員会
委員長　上野清貴
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